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エグゼクティブサマリー

はじめに

 本調査・研究は、AI等のデジタル技術を活用して、業況悪化の兆候が見られるような経営改善支援が必要な先を発見し、早期の経営改善支援等を
行うことで、事業者の経営改善・事業再生を促していくことを目指すため令和4年4月に開始した

 当該目的を達成するため現在の経営改善支援実務の課題に基づき「AI技術を活用した新業務フロー案」を策定し、新業務フロー案を実現するため、
①AIモデルの開発、②金融機関との実証事業、③金融機関とのワークショップ、という流れで事業を行うこととした

 また、事業の実効性を高めるため、学術経験者・実務家・AI専門家などを委員とした「AIを活用した経営改善支援に係る研究会（AI活用研究会）」
を開催し、当該研究会での意見を参考に検討を進めた

 AIモデルの開発では、経営改善が必要となる先（業績が悪化する先）を早期発見すること及び経営改善の可能性が高い企業を発見することいった
「モデル開発コンセプトの確定」、それを実現するための、「モデル母集団の定義」・「教師ラベルの定義」・「アルゴリズムの選定」を行い、本調査・研究で開
発するAIモデルの要件定義を行った

 同時に、AIモデル開発に必要なデータを確保するため4つの共同研究先からの協力を得て、策定した要件定義通りのAIモデルの開発が可能となった

 開発するAIモデルが本調査の目的を達成し得るよう、AIモデル開発計画の策定、AIモデルの評価指標の設定やデータクレンジング、説明変数の作成等
を実施した

 それぞれの開発コンセプトごとにAIモデルを開発した結果、概ね実務適用可能な水準のモデル精度が実現した

 また、AIモデルの解釈性や説明力の向上のため、研究会において出力結果のあり方についても検討し、経営改善支援の実務に組み込むことが可能な
AI出力イメージの具体化が実現した

 その後、開発したAIモデルが実際の金融機関データにおいても有効に機能するか確認するため、横浜銀行・栃木銀行・浜松いわた信用金庫、大東京
信用組合の4機関の協力を得て、実際の金融機関データを用いたAIモデルの検証（実証事業）を実施し、結果に対する意見も伺ったところ、概ね実
務に適用可能な精度レベルをクリアしており、本調査にて採用したアプローチが有効であることが立証された

 あわせて、本モデルを実務適用に結びつけるため、上記4機関とワークショップを実施した。ワークショップでは、AIモデルを活用することで、定量基準での支
援先の選定や支援先の捕捉範囲の拡大により、支援業務が効率的・効果的に行える可能性があるとの示唆が得られた

 一方、導入にあたっては、既存業務やシステム、既存モデルとの親和性や、導入にかかるコスト等を鑑みながら、規程類などの体制整備も行うことが必要
との意見も聞かれたため、まずは、本部等の部署でトライアル的に導入し、精度検証を繰り返しながら、導入範囲を少しずつ拡大していくというアプローチ
が有効であるとの意見も聞かれた

 上記の研究結果や課題を踏まえ、次年度以降は実際の金融機関での実用化やモデルの高度化に向けて、さらなる調査・研究を進めていく予定である
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本調査・研究の背景・目的

1.本調査の背景・目的・調査概要

 新型コロナや、原油高等の影響もあり、過去の企業再生局面と比べても、金融支援や経営改善支援を必要とする事業者は多く、経営改善・事業
再生支援を効率的・効果的に実施していくことが必要。

 具体的には、 AI等のデジタル技術を活用して、業況悪化の兆候が見られるような経営改善支援が必要な先を発見し、早期の経営改善支援等を
行うことで、事業者の経営改善・事業再生を促していくことを目指す。

■ 経営改善支援が必要な先の特定（早期発見）のイメージ

規模

時間

• 業績悪化の兆候が見られた段階で、経営指導・経営改善支援に着手
• 業績改善も早く、専門性も要しない
• 打ち手の選択肢も多く、改善可能性も高い

創業・成長期 成熟期 衰退期

経営改善

廃業等

• 業績の悪化が顕在化してから支援に着手
• 業績改善に時間を要し、専門性も必要となる
• 打ち手の選択肢も少なく、抜本的な事業再生が必要

早期の経営改善支援

通常の再生支援

事業再生
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1.本調査の背景・目的・調査概要

本調査・研究の流れ・実施体制

金融庁 金融庁委託先
（受託者）

財務データホルダー
（共同研究先）

共同研究

委託

守秘義務契約等

 令和４年４月１日より「AIやICTを活用した経営改善支援の効率化に向けた調査・研究」を開始。企業財務データを保有する財務データホルダーと
も共同研究を行うことで、経営改善支援が必要な先を早期に発見にする仕組みの構築を目指す。

 調査・研究に際しては、AIモデルの構築に加え、金融機関による実証事業やワークショップの実施、有識者等で構成される研究会の開催により、実効
性を高めていく。

企業財務データ

企業属性データ

❶ AIモデルの構築（プロトタイプ）

機械学習

❷ データをインプット ❸ 結果のアウトプット（経営改善支援先の早期発見）

■ モデル構築のイメージ

外部環境データ

金融機関等の

保有データ

NO 企業名 地域 業種
AIモデルス
コア

１ ●●工業（株） 長野県○○市 製造業 25

２ （株）△△食品 長野県○○市 製造業 33

３ （有）■■工芸 長野県△△市 製造業 42

４ （株）○○商店 長野県△△市 小売業 44

＋

外部環境データ

■ 事業の流れ

① AIモデルの構築

② 金融機関による実証事業
研究会開催
（全４回）

③ 金融機関向けワークショップ

■ 事業実施体制
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1.本調査の背景・目的・調査概要

本調査・研究の調査概要

 本調査・研究における調査概要は以下の通り。

 以降の章では、以下に記載した調査項目ごとに調査・研究内容を取りまとめている。

本調査の業務内容 具体的な調査項目 調査項目の概要

①経営改善等に活
用可能なデータにか
かる調査

①-1:現状の経営改善支援業務の整理と課題抽出

①-2:AI技術を用いた新たな業務フローの基礎検討

①-3:データの調査・取得

有識者/実務家へのヒアリングや研究会を通じ、現状の経営改善支援業務のフロー
を整理し、課題を抽出（AsIsの理解）

現場での活用を視野に、AI技術を用いた新たな業務フロー及びUIの基礎検討を行
うとともに業務への活用方法についても研究会を通じ整理(ToBe像設計)

経営改善先の早期発見や経営改善可能性の算出等に資するデータについて、有識
者へのヒアリングや研究会を通じて整理

データを取得、データ構成を統一化するクレンジング作業の実施

②AI技術の活用可
能性にかかる研究

②-1:AI技術を活用したプロトタイプの要件定義

②-2:データクレンジング

②-2:AI技術を活用したプロトタイプの開発

②-4:実用化に向けたUIの基礎検討

①-1で明らかとなった課題解決に資するようプロトタイプの要件定義を実施

要件定義の際、経営改善支援業務の効率化を具現化可能なプロトタイプの精度な
どの目標値も設定

取得したデータを統一化する等クレンジング作業の実施

 クレンジングしたデータを用い、プロトタイプの開発を行うとともに、研究会を通じて意見
収集・整理

③金融機関による実
証事業

金融機関内での実データ等を用いた検証 ①及び②の調査結果に基づき、金融機関内での実データ等を用いた検証を実施

同時にモデル高度化に係る検証も実施

④金融機関等向け
ワークショップ

ワークショップの開催  4つの金融機関にてワークショップを開始し、業務フロー基礎検討結果やUIイメージを
用いて、実際の企業支援の現場での活用可能性を検証

 ワークショップを通じ把握した課題・改善点等を取りまとめ、次年度調査の方向性を
整理
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1.本調査の背景・目的・調査概要

本調査・研究のスケジュール

 本調査・研究の実施スケジュールは以下の通り

2022年 2023年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

研究会

ワークショップ等

①経営改善等に
活用可能なデー
タにかかる調査

②AI技術の活用
可能性にかかる
研究

③金融機関によ
る実証事業

④金融機関等向
けワークショップ

ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(1回目)
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(2回目)

④：ワーク
ショップ

③：金融機関による実証事業

①-1：現状の経営改善支援業務
の整理と課題抽出

研究会(2回目)

研究会(3回目)

研究会(4回目)

①-3 ：データの調査・取得

②-1：AI
技術を活用
したプロトタ
イプの要件
定義

②-3：AI技術を活用したプロトタイプの開発

①-2：AI技術を用いた新
たな業務フローの基礎検討

②-4：実用化に向けたUIの基礎検討

研究会(1回目) ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(3回目)
ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ(4回目)

最終報告

②-2 ：データクレンジング
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2.経営改善等に活用可能なデータにかかる調査

2-1 現状の経営改善支援業務の整理と課題抽出 [1/2]

 現状の経営改善支援の業務フロー及び業務上の課題（仮説）について、以下の通り整理した。

Step1
経営改善支援候補先の選定

金
融
機
関
等

事
業
者
等

：システム ：人のマニュアル作業

①行内システムからの
事業者情報取得

②支援候補先
の選定

Step2
経営改善支援先の選定

③支援候補先
の絞り込み

④支援先の選定

行内
システム

外部
情報

行内
文書

Step３
経営改善支援の実施

⑤現状の経営状態の
理解

⑥経営改善支援内容に
係る協議(他金融機関と

の調整含む)

課題1【情報源】
1.手作業でのデータ取得
2.データ項目の有効性

課題2【支援先の選定】
1.手作業での候補先の絞り込み
2.勘と経験に頼った支援先選定

課題3【経営改善支援】
1.事業者に合わせた支援内容の作成
2.事業者への説明

⑦経営改善支援状
況のモニタリング
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2.経営改善等に活用可能なデータにかかる調査

2-1 現状の経営改善支援業務の整理と課題抽出 [2/2]

 現状の経営改善支援業務の課題と改善の方向性（仮説）について、以下の通り整理した。

課題No 課題（仮説） 課題の概要（仮説） 改善の方向性（仮説）

課題1

【情報源】 1-1 手作業でのデータ取得
• 職員が手作業で支援候補先の抽出に必要な
データを取得しており、業務負荷が高い

• 支援候補先の選定に有効なデータを自動で取
得したうえで、個別のデータ項目が、支援候補先
の選定にどの程度寄与しているかを算定する

1-2 データ項目の有効性
• 勘と経験に基づき限られたデータ項目を抽出して
いるため、支援候補先の抽出に有効なデータ項
目となっているかの検証が困難

課題2

【支援先の選定】 2-1 手作業での候補先の絞り込み
• 支援候補先を抽出した後、行内システムや外部
からの情報等も組み合わせて支援候補先を絞り
込んでおり、業務負荷が高い

• 過去の経営改善支援の実績データや外部情報、
企業の財務データ等に基づき支援先を自動で選
定

• 定量的・科学的なアプローチ（AI技術）を導入
することで、支援先の選定結果の事後検証と、
結果を踏まえた選定基準見直し（AIの再学習
等）といった改善活動を実施できる

2-2 勘と経験に頼った支援先選定
• 最終的には、勘と経験に基づき経営改善支援先
を特定しており、真に経営改善支援が必要な先
を抽出できているかの（事後）検証が困難

課題3

【経営改善支援】 3-1 事業者に合わせた支援内容の作成
• 経営改善支援先の選定後に、別途手作業等で
分析した情報などをもとに、経営改善支援策の作
成を行っており、業務負荷が高い • 経営改善支援先として選定された要因や改善の

ポイントを規模別・業種別等で自動的に抽出す
る

3-2 事業者への説明
• 網羅的な情報に基づき分析を行っていないため、
事業者に対して納得感のある説明が困難
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2.経営改善等に活用可能なデータにかかる調査

2-1 AI技術を用いた新たな業務フローの基礎検討

Step1
経営改善支援候補先の選定

Step2
経営改善支援先の選定

Step3
経営改善支援の実施

 AI技術活用後の経営改善支援の業務フロー（仮説）について、以下の通り整理した（Step2は不要になる）。

金
融
機
関
等

事
業
者
等

：システム ：人のマニュアル作業

①プロトタイプに読込可能
な形式のデータを作成

行内
システム

外部
情報

AIからの出力を表示するUIア
プリに情報読込

②AIからの出
力を用いた現
状の経営状態
の理解

③経営改善支
援に係る協議
(他金融機関と
の調整含む)

AIにインプットするデータを
用意すれば、AIが支援先
を自動で判定

職員による支援先の絞り込み等
が不要又は最小限になる

開発したAI

支援先の選定

AIからの出力
（UI）

職員及び事業者にも理解しやす
い平易なUIにより、経営改善支
援の効率化・高度化が実現

④経営改善支
援状況のモニタ

リング

外部環境や広範囲な財務データ
等を活用しているため、従来の方
法では捕捉できなかった支援先も
選定可能
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2.経営改善等に活用可能なデータにかかる調査

2-2 データの調査・取得
ー企業の財務データ等の整理・取得

 経営改善支援が必要な先を特定等するために必要と考えられる企業の財務データ等の要件を以下の通り定義し、共同研究先に対して提示。

 共同研究先ごとにデータの保有状況も異なることから、モデルの種類（本報告書p.21）に応じ、下表で整理したデータの全部又は一部を用いてAIモデル
を開発した。

種類 単位 要件 間隔/期間 項目（例）

企業属性データ 個社単位
データ

• 基本情報、企業の性質や特徴を表す内容を含むデータであること

• 店番・CIF番号などの企業を一意に特定するコードを持つこと

（顧客情報保護の観点から既存コードがマスキングされることは問わな
いが、下記データ等と紐づけ可能なコードとなっていること）

• 最新の属性が反映されたデータであることが望ましい

ー
(最新一時点のデータ)

企業特定コード、業種、業
歴（事業年数等）、従業
員数、所在地 等

財務データ • 財務諸表のうち、貸借対照表と損益計算書における各勘定科目の
値を含むデータであること

• 企業属性データとコード等で紐づけることができること

• 決算年月日とその時点の財務情報が分かること

間隔：年次、半期、四
半期、月次など

期間：過去5年以上あ
ることが望ましい

企業特定コード、決算年月
日、流動資産、固定資産、
資本金、売上高、営業利
益、経常利益、当期利益
等

企業の業況関連
データ

• 企業属性データとコード等で紐づけることができること

• 企業属性及び財務データ以外で企業の業況や経営状態が分かる
データ（例：債務者区分）

間隔：格付実施期間
ごと

期間：過去5年以上あ
ることが望ましい

企業特定コード、基準年月
日、債務者区分、延滞開
始年月、延滞の回数 等

経営改善支援の
実施有無データ

個社単位
データ

• 企業属性データとコード等で紐づけることができること

• 経営改善支援実施時期が分かること
期間：過去5年以上あ

ることが望ましい

企業特定コード、支援開始
時期、支援終了時期、支
援内容等
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2.経営改善等に活用可能なデータにかかる調査

2-2 データの調査・取得
ー外部環境データの整理・取得

e
-S

ta
t※

の
大
分
類
に
金
融
・
マ
ー
ケ
ッ
ト
を
追
加
し
た
全
18

分
類

金融 国土・気象

マーケット 農林水産業

労働・賃金 情報通信・科学技術

エネルギー・水 教育・文化・スポーツ・
生活

国際 行財政

企業・家計・経済 司法・安全・環境

鉱工業 社会保障・衛生

商業・サービス業

住宅・土地・建設

運輸・観光

人口・世帯

企業の信用力や業
績に関連があると
推察される
代表的な指標

金融

マーケット

経済

物価・地価

労働・人口

新型コロナウイルス
の影響を強く受けた
業種の指標

建設

卸売・小売

飲食

医療・介護

宿泊

運送

製造

サービス

選定

景気動向の
把握に係る
代表的な指標

金融（銀行貸出、マネーストック
等）

経済（GDP、業況判断、
設備投資、第3次産業活動指
数等）

物価・地価（消費者物価指数、
企業物価指数等）

労働・人口（新規求人数、労
働力人口、将来推計人口等）

マーケット動向の
把握に係る
代表的な指標

国債利回り

為替

株価指数

不動産指数

※e-Statとは、「政府統計の総合窓口」のことであり、各府省等が公表する統計データを一つにまとめ、統計データの検索をはじめとした、さまざまな機能を備えた政府統計のポータルサイト

経済関連の指標内に、新型
コロナウイルスの影響を強く受
けた業種の指標を反映

選定

 本調査・研究ではモデルの予測対象として、新型コロナウイルスの影響も含んだ企業の信用力や業績の変化を検知することを想定している。そのため個社
単位の属性や財務データ以外に、企業の信用力や業績との関連があることが推察されるマクロ経済情報や、新型コロナウイルスの影響を強く受けた業種に
係るデータを外部環境データとして採用することとした。

 各府省等が公表する統計データや日本銀行のオープンデータから、本調査・研究の目的を踏まえて下図の通り外部環境データを選定した。



16

1 本調査の背景・目的・調査概要

2 経営改善等に活用可能なデータにかかる調査

2-1
現状の経営改善支援業務の整理・課題抽出と
AI技術を用いた新たな業務フローの基礎検討

2-2 データの調査・取得

3 AI技術の活用可能性にかかる研究

3-1 AI技術を活用したプロトタイプの要件定義

3-2 データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発

3-3 実用化に向けたUIの基礎検討

4 金融機関による実証事業

5 金融機関等向けワークショップ

6 本調査・研究の今後の課題

7 添付資料



17

Document Classification: KPMG Confidential

© 2023 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global organization of independent 

member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

AIモデル（プロトタイプ）の開発コンセプトの検討 [1/2]

# 開発コンセプト
モデル構築の母集団

構築したモデルを当て
はめる企業

学習データの対象 モデルによって検知する事象

1

【Basic】業績低下の可能性が高い企業の特定

現在の業績は悪くはない企業が、一定期間経過後
に業績が悪化するような先を特定するモデル

一定期間内において業績が
悪くはない企業

一定期間経過後に、業績
が低下する企業

学習データの対象とな
る企業（ただし時点が
学習データより新しい
等により学習データに
は含まれない企業）

2

【Advanced】
経営改善支援により業績が向上する企業の特定

現在、経営改善支援の対象となりえる企業が、その
後実際に経営改善支援を受けたことで業績が向上
するような先を特定するモデル

一定期間内において経営改
善支援の候補となりえる業
況にある企業（ただし経営
改善支援は受けておらず、ま
たデフォルト状態にもなってい
ない企業）

一定期間経過後、実際に
経営改善支援を受けて、
業績が向上した企業

同上

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-1:AI技術を活用したプロトタイプの要件定義）

 本調査・研究の目的は、「経営改善支援が必要な先を早期に特定し、当該先に対して経営改善支援策を講じることで、事業者の経営改善を実現する
こと」である。

 本目的を達成し得るAIモデルの開発コンセプトを「業績低下の可能性が高い企業の特定」、「経営改善支援により業績が向上する企業の特定」と設定し、
下表の通り整理した。

 本調査・研究では下表の2つの開発コンセプトを満たすAIモデルの開発を試行した。
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3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-1:AI技術を活用したプロトタイプの要件定義）

開発コンセプト2の適用※2

開発コンセプト1の適用※1

AIモデル（プロトタイプ）の開発コンセプトの検討 [2/2]

対象企業

経営改善支援の候補企業

経営改善支援の効果がより
期待できる企業

出力される情報

モデルの活用フロー（イメージ）

【経営改善支援の効果がより期待できる
企業】

•経営改善支援により、業績が向上する可能
性の高さを算出

•算出された企業毎に、AIの出力結果に影響
を与えたファクター情報も追加的に出力
（例）利益率低水準、在庫回転率低水準

経営改善支援内容に係る基礎情報の取得

（例）
• 利益率低水準の情報に基づき、コスト削減
計画の作成支援を検討

• 在庫回転率低水準の情報に基づき、適正
在庫水準の再検討、発注方法の見直し等
の支援を検討

経営改善支援の実行

出力される情報

【経営改善支援の候補企業】

•業績が悪化する可能性の高さ算出

•算出された企業毎に、AIの出力結果に影響
を与えたファクター情報も追加的に出力

現状の経営改善支援業務との違い

• すでに経営悪化した企業が対象ではなく、将来経
営悪化する可能性が高い企業の早期発見が可
能

• 勘と経験による判断から、過去のデータに基づいた
客観的な判断が可能AIモデルによる予測

※1：今後業績が悪化するような先の抽出という目的で、本モデル単独でも活用できるようなモデルの開発を想定
※2：既に業績の悪化が見込まれる先の中から経営改善支援の対象企業を選定する目的で、本モデル単独でも活用できるようなモ

デルの開発を想定

 開発コンセプト1と開発コンセプト2を経営改善支援業務に活用した場合の業務フローのイメージは左下図の通り。

 開発コンセプト1によって「経営改善支援が必要な先の特定（早期発見）」、開発コンセプト2によって「経営改善支援の効果がより期待できる企業の特
定」と、「経営改善支援内容に係る基礎情報の取得」が可能となるよう検討を進めた。
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3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-1:AI技術を活用したプロトタイプの要件定義）

AIアルゴリズムの選定

 開発コンセプト1については、予測のアルゴリズム（ロジスティック回帰・ランダムフォレスト・勾配ブースティング・多層パーセプトロン）を候補として検
討した。加えて、開発コンセプト2については、経営改善支援の実施有無データの入手状況等に応じて、因果推論のアルゴリズム（Meta-

Learners）を候補として検討した。

 下表にて整理したアルゴリズムの評価、アルゴリズムの特徴、モデル構築の難易度を踏まえて、構築するモデルのAIアルゴリズムの選定を行い、開発
コンセプト1、開発コンセプト2のいずれもロジスティック回帰、ランダムフォレスト、勾配ブースティングの３つの予測のアルゴリズムを採用することとした。

 また、開発コンセプト2については、少数ではあったが経営改善支援の実施有無データの入手見通しが立ったことから、伝統的な因果推論の手法に
加え、機械学習による因果推論手法であるMeta-Learners（DA-Learner）を採用し、因果推論モデルを試行することとした。

開発

コンセプト
手法 アルゴリズム名

アルゴリズムの概説
（各アルゴリズムの概説については、「AIアルゴリズムの概説」

（本報告書 p.97 - p.104）に別途記載。）

アルゴリズムの評価（開発コンセプト1）/

アルゴリズムの特徴（開発コンセプト2） モデル
構築の
容易さ精度 解釈性

計算
負荷

業界での
利用実績

開発
コンセプト1

予測
ロジスティック回帰

ロジスティック曲線を用いて、目的変数を回帰分析の手法で予
測する方法。金融機関実務において企業の信用力評価に最も
活用されている方法。

△ ◎ ◎ ◎ ◎

ランダムフォレスト
多くの決定木（学習データを条件分岐によって分割していくこと
で分類問題を解く手法）モデルを構築し、多数の決定木の予
測値の平均値を最終的な予測値とする方法。

○ ○ ○ ○ 〇

勾配ブースティング
決定木を構築し、当該決定木が外したサンプルに当てはまるよ
うにウェイトを調整して、次の決定木を構築する。これを繰り返し
て最終的な予測値とする方法。

○ ○ ○ ○ 〇

多層パーセプトロン
複数の入力値に対し、それぞれ調整した重みをかけて出力値
を計算し、その結果を用いて分類する方法。

◎ △ △ △ △

開発
コンセプト2

予測 開発コンセプト1と同様にロジスティック回帰、ランダムフォレスト、勾配ブースティング、多層パーセプトロンをアルゴリズムの候補とする。 ○

因果推論 Meta-Learners
※

因果推論を行うための論理フローの各ポイントに主要な機械学
習アルゴリズム（ロジスティック回帰、ランダムフォレスト等）を適
用し、介入効果を推定する方法。

• データの特性に合わせて機械学習アルゴリズムを選択
することができる。

• データの不均衡性に対応できる手法もある。

△

※：個別企業への因果効果を推定するために、機械学習を用いた因果推論のアルゴリズムを候補とした。
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案
モデル開発母集団の定義

【業績が悪くはないの定義（案）】
教師ラベルの定義

【業績が低下の定義（案）】
補足

【信用力の序列情報】

①
「信用力の序列情報」が一定程度以上

（債務者区分が要注意先以上など）

「信用力の序列情報」が一定程度以下に遷移

（債務者区分が要管理先以下に下方遷移など）

共同研究先毎に以下の情報を使用

• 債務者区分

• 信用スコア

• 他の共同研究先データから推測した債務
者区分や信用スコア

②
財務指標（信用リスク管理等の観点から既に重要と認
識している指標）が一定の範囲内

財務指標が一定の範囲より低下

モデル開発母集団と教師ラベルの要件定義

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-1:AI技術を活用したプロトタイプの要件定義）

案
モデル開発母集団の定義

【経営改善支援の候補となりえる業況の定義（案）】
教師ラベルの定義

【業績が向上の定義（案）】
補足

経営改善支援を受けた先の定義(案)

①
「信用力の序列情報」が一定程度以下

（債務者区分が要管理先以下など）

「信用力の序列情報」が一定程度以上に遷移

（債務者区分が、要注意先以上に上方遷移など）

共同研究先毎に以下の情報を使用
• 「経営改善支援の候補となりえる業況」と
なった以降に、経営改善支援が実践され
たこと

• ただし、経営改善支援の実施有無の情報
を保有していない場合、本条件は課さない
想定

②

過去一定期間の「信用力の序列情報」が当該時点より
も悪化する水準に遷移

（債務者区分が、正常先から要注意先、要注意先か
ら要管理先に下方遷移したなど）

「信用力の序列情報」がある時点からより良好な水準
へ遷移

（債務者区分が、要管理先から要注意先、要注意
先から正常先など上方遷移したなど）

現在、経営改善支援の対象となりえる企業が、そ
の後実際に経営改善支援を受けたことで業績が
向上するような先を特定するモデル

開発コンセ
プト

モデル開発
母集団の対

象

一定期間内において経営改善支援の候補となりえる業
況にある企業（ただし経営改善支援は受けておらず、ま
たデフォルト状態にもなっていない企業）

モデルによって
検知する事象
(教師ラベル)

一定期間経過後、実際に経営改
善支援を受けて、業績が向上し
た企業

現在の業績は悪くはない企業が、一定期間経過
後に業績が悪化するような先を特定するモデル

開発コンセ
プト

モデル開発
母集団の対

象
一定期間内において業績が悪くはない企業

モデルによって
検知する事象
(教師ラベル)

一定期間経過後に、業績が低下
する企業

 開発コンセプトごとにモデル開発母集団と教師ラベルの要件定義を行った。

 信用力の序列情報については、共同研究先ごとに保有している情報が異なることから、データの特徴に応じ、債務者区分や信用スコア等を採用した。

【開発コンセプト1】

【開発コンセプト2】
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モデル開発計画

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-1:AI技術を活用したプロトタイプの要件定義）

 データの頻度、項目、母集団等の観点から構築するモデルの種類を検討し、モデル精度等の基準となる財務のみモデルのほか、全ての共同研究先
に共通するデータで構築した汎用モデル、各共同研究先独自のデータで構築した共同研究先モデルを構築することとした。

 開発コンセプト2については、上記に加え、因果推論モデルを試行することとした。

 なお、高頻度な財務を用いたモデルの有効性の検証を目的として、財務項目のデータ間隔を月次としたモデル（月次モデル）構築の検討を行った
ものの、月次の財務データの受領が実現できなかったため、モデル開発計画の対象外とした。

構築するモデル 手法
財務項目
の頻度

モデルの概要 モデルの目的

財務のみモデル
(ベースラインモデル)

予測 年次  財務項目のみを使用したモデル
(外部環境データや定性項目は用いない)

 財務のみモデルはある特定の共同研究先
データにて構築

 モデルの精度等の基準となるモデル

 基本的には、他モデルは本モデルの精度等をどの程度上
回ったかにより、評価を行う

汎用モデル  全ての共同研究先データにて共通する財
務項目と属性項目、外部環境データのみ
用いたモデル

 共同研究先毎のモデル精度の差が最小と
なるように共同研究先間データにてクロス
バリデーションを実施

 一般的な説明変数のみ用いた実務適用が容易なモデル
を構築し、その精度を確認する

 あらゆる中小企業に対してもある程度の精度が期待でき
る汎化性能の高いモデルを構築する

 原則として、本モデルを実際の金融機関のデータを用いた
検証に活用する

共同研究先モデル  各共同研究先データで使用可能な財務
項目と属性項目、外部環境データに加え、
共同研究先毎の独自の項目を使用して、
共同研究先毎に構築したモデル

 各共同研究先にて取得することができる項目を使用してモ
デルを構築し、その精度を確認する

 情報量の異なる共同研究先データでモデルを構築して汎
用モデルとの精度等の比較を行い、定性情報の有用性確
認や今後の活用可能性等についての考察を行う

因果推論モデル
【開発コンセプト2のみ】

因果
推論

 経営改善支援の実施有無に関する情報
を用いて、開発コンセプト2の本来的アプ
ローチである因果推論の手法を用いたモデ
ル

 経営改善支援の施策の効果を検証するとともに、どういっ
たファクターが経営改善支援に有益かの確認を行う

 因果推論という手法の有効性についても検証する
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モデルの評価指標

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-1:AI技術を活用したプロトタイプの要件定義）

 本調査・研究で開発するAIモデルを評価する指標は、各評価の観点を踏まえ下表のように設定した。

# 評価観点 評価指標 補足説明

1

•モデル全体の精度が高いか

•企業を信用力に応じて序列付け
することができるか

• AUC、AR値
（数値による評価指標）

• CAP曲線（視覚的な評価）

•経営改善支援候補先に対する職員による精査が、現行業務と比
べて削減されるような高い精度を持つかを評価するもの

•特定の条件（例：閾値を設定する）を設けず、モデル全体として
一定以上の精度があるかを評価

•機械学習モデルの2値分類問題ではAUCを用いることが多いため
本調査・研究ではAUCを設定。また信用リスク管理の実務上AR

値を用いることも多いため、AR値も設定
（参考：AR値＝AUC×2－1）

2
•モデルスコアのある閾値以上の先
に多く正例（経営改善支援が
必要な先）が含まれるか

•スコアランク毎の正例の割合

•適合率（precision）
（正と予測したものに対し、実
際に正であるものの割合）

•本モデルを実務に活用する際は、あるスコア以上の企業を抽出し、
その先の一部又は全部に対し経営改善支援を実施する想定

•そのため抽出された企業に多く経営改善支援が必要な先が含まれ
ていることが重要なため、本評価指標を設定。当該評価が高いと
支援候補先の精査を行う職員の業務負荷削減につながる

3

•モデルスコアのある閾値以上の先
の正例（経営改善支援が必要
な先）が、全体の正例の多くを
捕捉できているか

•再現率（recall）
（実際に正のものに対し、正
しく正と予測できたものの割合

•あるスコア以上の企業を抽出した際、経営改善支援が必要な先の
うち何割を捕捉できているかを評価するための指標

•当該評価が高いと、これまで捕捉することのできなかった経営改善
支援候補先が特定できることを意味する
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モデル開発におけるKPIの設定・評価方法

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-1:AI技術を活用したプロトタイプの要件定義）

 モデル開発におけるKPIは、以下の2つの観点を踏まえ設定した。

① 現行の経営改善支援実務では活用していない情報により、これまで捕捉することのできなかった経営改善支援候補先が特定できること。

② 抽出された経営改善支援候補先に対する職員による精査が、現行業務と比べて削減されるような高い精度を持つこと。

 また、当該KPIを踏まえた具体的な評価方法は以下の通りとする。

観点
モデル開発におけるKPI

共同研究先データを使用したモデル開発 金融機関による実証事業

① • 現行の信用リスクモデル※1では活用していないデータ（外部環境
データや定性データ等）を分析に活用出来ているか。

• 現行の経営改善支援業務では捕捉できていなかったような経営
状態（足元では正常先等）の企業を分析対象に出来ているか。

• 開発したモデルに、実証事業に参加する金融機関における従来の
モデルでは経営改善支援の対象でなかった企業のデータを当ては
めて特定された企業の中に、実際に突発的に業績が悪化した先
や経営改善支援を実施した先が含まれているか。

② • 汎用モデルと共同研究先モデルのテスト用データ※2における精度が、
財務のみモデルの精度よりも高いか。

• 開発したモデルにテスト用データを当てはめて出力したスコアの悪い
上位企業に、経営改善支援が必要な先（実際に業況が悪化し
た先）の多くが含まれるか。

• 開発したモデルに、実証事業に参加する金融機関における企業の
データを当てはめて特定された企業の中に、実際に突発的に業績
が悪化した先、経営改善支援を実施した先の多くが含まれている
など、相応の精度があるか。

※1 現行の信用リスクモデルは、多くは企業財務及び企業属性のみ勘案していることが多い。定性情報や外部環境情報はモデルによる定量評価後の定性評価により勘案している。本調
査・研究ではモデルそのものに外部環境や定性データ等を加味することを想定している。

※2 テスト用データの作成方法は、「学習用データとテスト用データの作成」（本報告書 p.37）に記載。
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プロトタイプAIの開発手順

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

【本調査・研究におけるAI技術を活用したプロトタイプ開発の手順】

モデル開発の対象とな

り得るデータの分布等

の観察

モデル開発対象データ

の確定

教師ラベル（モデルに

よって検知する事象が

発生したか否かを目

的とする変数）の作

成

③教師ラベルの
定義・作成

教師ラベル（目的変

数）を説明する変数

（説明変数）の作

成

④説明変数の作成

複数のアルゴリズムを

活用し、AIモデルのプ

ロトタイプを構築

⑦プロトタイプの構築

主にAUCという指標を

用いたモデルの精度

評価

⑧モデルの精度評価

実証事業・ワークショッ

プ及び研究会等の意

見も踏まえたプロトタイ

プAIモデルの確定

⑩研究会等での意見を
踏まえたモデル確定

説明変数間の相関

分析や、変数ごとの統

計的有意性等を評価

し、説明変数の絞り

込みを実施

⑤単変量分析

実証事業・ワークショッ

プを通じた、モデル出

力結果の評価・解釈

性等の確認

⑨実証事業・ワーク
ショップの実施

 プロトタイプAIは、以下の手順に沿って開発を行った。

①データクレンジング

財務データの負値や

欠損値の処理

財務項目間のバラン

スチェック

②モデル開発母集団
の定義・作成

モデル開発母集団か

ら、学習用、ハイパー

パラメータ検証用、テ

スト用データの作成を

実施

⑥学習用データと
テスト用データの作成

本報告書 p.26-p.28 本報告書 p.29-p.33 本報告書 p.34-p.35 本報告書 p.36

本報告書 p.37 本報告書 p.38-p.46



26

Document Classification: KPMG Confidential

© 2023 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global organization of independent 

member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

 共同研究先データ共通の企業の財務データのクレンジング方法として、負値データの取り扱い、欠損データの取り扱い等を以下の通り定めた。

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

共同研究先の企業の財務データのクレンジング

手順 処理項目 処理内容

1 財務情報が誤りである可能性があるデータの
削除

• 「資産合計」がゼロ以下のデータを削除する。

2 負値が不適切な財務項目に負値が入力さ
れているデータの処理

• 負値が不適切な財務項目に負値が入力されているデータを削除する。

3 現金・預金が負値のレコードの処理 • 「現金・預金」の負値は当座貸越とみなし、その分「短期借入金」を増加させる。

• 「現金・預金」、「短期借入金」が関連する財務項目値を修正する。

4 財務項目（細目）の欠損の処理 • 財務項目（細目）の欠損は一部の例外を除き、ゼロ値を入力する。

5 財務項目（演算項目）の欠損の処理 • 「当座資産計」や「売上総利益」等の財務項目（演算項目）の欠損については、手
順4までの処理を実行したデータにて、演算を行い算出した値を入力する。

6 バランスチェック • 以下の財務項目について左右の値を比較し、バランスチェックを行う。

 資産合計 = 流動資産計＋固定資産計＋繰り延べ資産計

 負債合計 = 流動負債計 + 固定負債計 + 特別法上の準備金

 負債・資本合計 = 負債合計 + 資本合計

 資産合計 = 負債・資本合計

 経常利益 = 営業利益 + 営業外収益 –営業外費用

 当期利益 =  税引前当期利益 –法人税等充当額 + 少数株主損益

• 左右の値の差が1%
（注）

以上のデータを削除する。

（注）パーセンテージの設定は他の共同研究先データの状況を踏まえて調節する。
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3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

外部環境データの整備
–分析対象とする外部環境データ候補

マーケット関連データ 経済関連データ 金融関連データ 物価・地価関連データ 労働・人口関連データ

• 為替レート

• 無担保コールO/Nレート

• 国債利回り

• TOPIX

• 日経225

• 東証REIT指数

• Dow Jones Total 

Stock Market Index

• GDP成長率

• 業況判断DI

• 景気動向指数

• 中小企業売上見通しDI

• 発電実績

• エネルギー消費量

• 入港船舶の総トン数

• 公共機関からの受注工
事額

• 新設建築物（住宅）床
面積、工事予定額

• 商業販売額

• 客室稼働率、宿泊者数

• 訪日外国人数

• 貨物・旅客輸送量

• 鉱工業生産・出荷・在庫
指数

• 製造工業生産能力・稼
働率指数、予測指数

• 機械受注額

• 第3次産業活動指数

• 貸出約定平均金利

• 総貸出平残

• マネタリーベース

• マネーストック

• 倒産件数

• 倒産負債総額

• 消費者物価指数

• 消費者態度指数

• 企業物価指数

• 企業向けサービス価格指
数

• WTI原油価格

• 地価

• 完全失業率

• 労働力人口

• 常用雇用指数

• 新規求人数

• 有効求人倍率

• 将来推計人口

• 住民基本台帳人口

種類

項目名

※ 下線は新型コロナウイルスの影響を強く受けた業種に係る指標データ

 モデル開発に用いる具体的な外部環境データは以下の通り。
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3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

外部環境データの整備
–外部環境データ使用方法（概要）

財務データ

インプット・学習

企業属性データ

外部環境データ

インプットデータ

頻度調整済み
外部環境データ

財務データの頻度に合わせて、外
部環境データの頻度を変換①

表現力向上済み
外部環境データ

表現力を向上させるために外部環境
データを変換②（すべてのデータに対
して変換を一律に適用）

財務・属性×外部環境
データ

個社の属性や財務データと外部環
境データとの関連性を勘案して、両
者の組み合わせ指標を作成

変数重要度※に応じて、インプット
データの削減や追加を実行

※ 変数重要度とはインプットデータが目的変数の予測にどれくらい寄与しているかを測る指標

AIモデル

 財務データの頻度は年次が想定されるが、外部環境データの頻度は年次だけでなく、日次や月次、四半期も存在する。そのためモデルへのインプットの前
に財務データの頻度に合わせて外部環境データの頻度を変換することとした。

 頻度の変換後、モデルインプット時の外部環境データの表現力を向上させるための変換を行った。

 さらに、個社の属性や財務データと外部環境データを組み合わせて作成する指標も重要であることから、当該指標についても検討し、採用することとした。
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モデル開発母集団と教師ラベルの詳細設計
– モデル開発母集団と教師ラベル設計の概要

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

モデル開発母集団の定義

 以下3点の条件を満たす企業から、モデル開発母集団の対象を定義する。

 基準日時点の債務者区分のもととなった財務データとその1年前財務を
有する（2期連続の財務データを有する）

 基準日から1期後の債務者区分を有する

 基準日から過去1年間の債務者区分を観測し、開発コンセプト毎に定
めた基準に該当する

 基準日から過去1年間の債務者区分とは、基準日含む過去4四半期の
債務者区分とする。ただし、期末のみ債務者区分が付与されている企業に
ついては、基準日の債務者区分のみ観測する。

 教師ラベルは、開発コンセプト毎に、モデルによって検知する事象に該当す
る企業を「正例」、それ以外の企業を「負例」として定義する。

 基準日より未来の1年間の債務者区分を観測し、開発コンセプト毎に定め
た基準にもとづいて教師ラベルを付与する。

 基準日より未来の1年間の債務者区分とは、基準日を除いた未来の4四
半期分の債務者区分とする。ただし、期末のみ債務者区分が付与されて
いる企業については、1年後の債務者区分のみ観測する。

 共同研究先データに対して、開発コンセプト毎にモデル開発母集団の定義と、教師ラベルの定義を行うにあたっての、共通的な考え方を以下に示す。

 ただし、債務者区分ではなく信用スコアを有する共同研究先については当該スコアを用いて、下記と同じ概念で定義している（次頁以降同様）。

教師ラベルの定義

第4四半期第2四半期

債務者区分
データ

第4四半期第3四半期 第2四半期第1四半期 第3四半期

T+1年度T年度（今期）

モデル開発母集団の定義で観測する債務者区分 教師ラベルの定義で観測する債務者区分

年度

四半期

1期後の
債務者区分

基準日の
債務者区分

基準日

第2四半期 第3四半期

財務データ

T-1年度

基準日の債務者区分のもととなった財務データを観測する期間

基準日から決算書情報の取得期間である3ヶ月の期間を設けて、
それ以前で直近の財務データを、基準日の債務者区分のもとと
なった財務データとする

第1四半期 第4四半期 第1四半期
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モデル開発母集団と教師ラベルの詳細設計
–開発コンセプト1における詳細設計[1/2]

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

対象 / 対象外
基準日から
過去1年間の
債務者区分

基準日から過去1年間の債務者区分の例（基準日を2016年3月とした場合）

債務者区分付与
の頻度

2015年6月 2015年9月 2015年12月
2016年3月

(基準日)

モデル開発母集団の
対象

常に「正常先」
四半期ごと 正常先 正常先 正常先 正常先

期末のみ ー ー ー 正常先

もっとも悪い区分が
「要注意先」

四半期ごと 正常先 要注意先 要注意先 正常先

期末のみ ー ー ー 要注意先

モデル開発母集団の
対象外

もっとも悪い区分が
「要管理先」以下

四半期ごと 要管理先以下 要注意先 要注意先 要注意先

期末のみ ー ー ー 要管理先以下

【モデル開発母集団の定義 】

 「一定期間内において業績が悪くはない企業」をモデル開発母集団の対象とした。

 基準日から過去1年間の債務者区分を観測し、モデル開発母集団の対象・対象外とするものを、その例とともに以下に示す。
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モデル開発母集団と教師ラベルの詳細設計
–開発コンセプト1における詳細設計[2/2]

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

# 基準日から過去1年間
の債務者区分

基準日から1期後まで
の債務者区分

教師ラベル

4 もっとも悪い区分が
「要注意先」

常に「正常先」 負例

5 もっとも悪い区分が
「要注意先」

もっとも悪い区分が
「要注意先」

負例

6 もっとも悪い区分が
「要注意先」

もっとも悪い区分が
「要管理先」以下

正例

# 基準日から過去1年間
の債務者区分

基準日から1期後まで
の債務者区分

教師ラベル

1 常に「正常先」 常に「正常先」 負例

2 常に「正常先」 もっとも悪い区分が「要
注意先」

正例

3 常に「正常先」 もっとも悪い区分が「要
管理先」以下

正例

【教師ラベルの定義】

 「一定期間経過後に、業績が低下する企業」をモデルによって検知する事象（教師ラベル）とした。

 教師ラベルは、 「一定期間経過後に、業績が低下する企業」を「正例」、「それ以外の企業」を「負例」として定義した。

 具体的には下表の通り、基準日から過去1年間の債務者区分と、当該基準日から1期後（1年後）までの債務者区分の変化に応じて、教師ラ
ベルを定義した。

基準日から1期後までの債務者区分

基準日から1期後までの債務者区分の例（基準日を2016年3月とした場合）

2016年3月
（基準日）

2016年6月 2016年9月 2016年12月
2017年3月

(1期後)

常に「正常先」 正常先 正常先 正常先 正常先

もっとも悪い区分が「要注意先」 正常先 要注意先 正常先 正常先

もっとも悪い区分が「要管理先」以下 要注意先 要注意先 要管理先 要注意先

 上記定義における、基準日から1期後までの債務者区分は以下の通り（債務者区分付与の頻度が四半期の場合のみ記載。期末のみ債務者
区分が付与されている企業については、基準日から1期後の債務者区分のみ観測する）。なお、開発コンセプト2も同様とした。
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モデル開発母集団と教師ラベルの詳細設計
–開発コンセプト2における詳細設計[1/2]

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

【モデル開発母集団の定義 】

 「一定期間内において経営改善支援の候補となりえる業況にある企業（ただし経営改善支援は受けておらず、またデフォルト状態にもなっていな
い企業）」をモデル開発母集団の対象とした。

 ただし、「経営改善支援を受けた」かの条件は、経営改善支援有無データを保有する共同研究先データに対してのみ課すこととした。

 基準日から過去1年間の債務者区分を観測し、モデル開発母集団の対象・対象外とするものを、その例とともに以下に示す。

対象 / 対象外
基準日から
過去1年間の
債務者区分

基準日から過去1年間の債務者区分の例（基準日を2016年3月とした場合）

債務者区分付与の
頻度

2015年6月 2015年9月 2015年12月
2016年3月

(基準日)

モデル開発母集団の
対象

常に「要注意先」
四半期ごと 要注意先 要注意先 要注意先 要注意先

期末のみ ー ー ー 要注意先

常に「要管理先」
四半期ごと 要管理先 要管理先 要管理先 要管理先

期末のみ ー ー ー 要管理先

「要注意先」 と
「要管理先」が混在

四半期ごと 要注意先 要管理先 要注意先 要注意先

モデル開発母集団の
対象外

常に「正常先」
四半期ごと 正常先 正常先 正常先 正常先

期末のみ ー ー ー 正常先

「正常先」と、「要注
意先」・「要管理先」

が混在
四半期ごと 正常先 要注意先 要管理先 要注意先

もっとも悪い区分が
「破綻懸念先」以下

四半期ごと 要注意先 要管理先 破綻懸念先 実質破綻先

期末のみ ー ー ー 破綻懸念先
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モデル開発母集団と教師ラベルの詳細設計
–開発コンセプト2における詳細設計[2/2]

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

# 基準日から過去1年間の
債務者区分

基準日から1期後まで
の債務者区分

教師ラベル

7 「要注意先」 と
「要管理先」が混在

常に「正常先」 正例

8 「要注意先」 と
「要管理先」が混在

もっとも悪い区分が
「要注意先」

負例

9 「要注意先」 と
「要管理先」が混在

もっとも悪い区分が
「要管理先」以下

負例

# 基準日から過去1年間の
債務者区分

基準日から1期後まで
の債務者区分

教師ラベル

4 常に「要管理先」 常に「正常先」 正例

5 常に「要管理先」 もっとも悪い区分が
「要注意先」

正例

6 常に「要管理先」 もっとも悪い区分が
「要管理先」以下

負例

# 基準日から過去1年間の
債務者区分

基準日から1期後まで
の債務者区分

教師ラベル

1 常に「要注意先」 常に「正常先」 正例

2 常に「要注意先」 もっとも悪い区分が
「要注意先」

負例

3 常に「要注意先」 もっとも悪い区分が
「要管理先」以下

負例

【教師ラベルの定義】

 「一定期間経過後、実際に経営改善支援を受けて、業績が向上した企業」をモデルによって検知する事象（教師ラベル）とした。

 ただし、「経営改善支援を受けた」かの条件は、経営改善支援有無データを保有する共同研究先データに対してのみ課すこととした。

 教師ラベルは、 「一定期間経過後、実際に経営改善支援を受けて、業績が向上した企業」を「正例」、「それ以外の企業」を「負例」として定義した。

 具体的には下表の通り、基準日から過去1年間の債務者区分と、当該基準日から1期後（1年後）までの債務者区分の変化に応じて、教師ラベル
を定義した。
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説明変数の作成
–説明変数作成の全体フロー

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

 共同研究先データ、外部環境データを使用して、財務比率等の計算、カテゴリ変数化、変数変換、財務項目・属性項目と外部環境データの組み
合わせ指標の作成を行い、「財務変数」、「属性変数」、「経営改善支援実施有無変数」、「外部環境変数」をモデルの説明変数として作成した。

 具体的な作成フローは、下図の通り。

外部環境
データ

属性変数/共同研究先独自項目

外部環境変数

共同研究先
データ

財務変数

自己資本比率、売上債権回転期間、
自己資本当期利益率、売上高前年比

為替レート、GDP成長率、消費者物価指
数、失業率等

経営改善支援実施有無変数

経営改善支援の実施有無

財務項目

属性項目

経営改善支援
実施有無項目

（原数値）

変数変換

（対数、変化率、対数変化率、変化幅、移動平均、移動分散）

財務比率等の計算

カテゴリ変数化

個社の財務項目・属性項目と、外部
環境データとの関連性を勘案して、
両者の組み合わせ指標を作成

頻度
変換

定性情報項目
（共同研究先
独自項目）

業種、企業規模（資産規模、売上高規
模、従業員数等）、地域、業歴、定性情
報（取引金融機関等）等
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説明変数の作成
–財務変数の作成

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

 共同研究先データの財務項目同士を組み合わせて財務比率等を計算し、100以上の財務変数を作成した。

 作成した財務変数は、「健全性」、「効率性」、「収益性」、「成長性」、「生産性」、「流動性」、 「債務償還能力」、「資金繰り」の観点を評価でき
るものごとに分類を行った。

 上記のように、分類を行った理由は、以下の通り。

 単変量分析における説明変数の1次絞り込みや、モデルの変数選択を、各評価観点を持つ変数にてバランス良く行うため。

 モデルからの出力UIに表示される財務変数を分類ごとに整理することで、顧客への説明が容易になると思料するため。

 分類ごとの財務変数の例は以下の通り。

# 分類 財務変数の例

1 健全性 自己資本比率、固定長期適合率等

2 効率性 売上債権回転期間、棚卸資産回転期間等

3 収益性 自己資本当期利益率、売上高経常利益率 等

4 成長性 売上高前年比、営業利益前年比等

5 生産性 従業員一人当たり売上高、売上高付加価値率

6 流動性 当座比率、流動比率等

7 債務償還能力 インタレストカバレッジレシオ、総債務償還年数等

8 資金繰り 売上高キャッシュフロー比率、売上高運転資本比率
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単変量分析

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

 財務変数、属性変数、外部環境変数については、多重共線性の排除、モデル解釈性の向上等を目的として、以下の内容にて説明変数の絞り込
みを実施した（欠損率を除いた以下の処理はロジスティック回帰にのみ適用。それ以外のAIアルゴリズムには本件は適用しない）。

 モデル開発コンセプトごとに、教師ラベルに対して1つの説明変数として構築したロジスティック回帰モデルの欠損率、AR値、推定値のP値、符号
条件が、設定した基準を満たす変数を、説明変数とした（属性変数についてはロジスティック回帰モデルは構築せず、欠損率のみを確認）。

 財務変数、外部環境変数については、説明変数間の相関係数を確認し、強相関となった変数の対については、一方のみを説明変数候補とし
た（財務変数については、分類ごとに相関係数の確認）。

AR値

単一の変数だけでもある程度の説明力を有するものに限定

符号条件

教師ラベルと変数間の正負の関係性を設定

P値

単一の変数だけでも統計的な有意性を有するかを判定

【単変量分析で設定した基準】 【相関係数の確認の例（債務償還能力に分類される財務変数間の相関係数）】

変数名 変数ラベル

IDX074 支払利息割引料総利益率 1.00 0.37 0.56 0.00 0.00 -0.06 -0.06 0.68 0.38 0.97 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.05 0.06

IDX075 支払利息割引料営業利益率 0.37 1.00 0.78 0.00 0.01 -0.02 -0.02 0.62 0.98 0.34 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.06 -0.07 -0.09

IDX076 支払利息割引料経常利益率 0.56 0.78 1.00 0.00 0.00 -0.03 -0.03 0.82 0.80 0.53 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.07 -0.07 -0.09

IDX077 売上高金利負担率 0.00 0.00 0.00 1.00 0.54 0.07 0.05 0.00 0.00 0.00 0.12 0.05 -0.01 0.00 0.01 0.00 0.00

IDX078 売上高純金利負担率 0.00 0.01 0.00 0.54 1.00 0.07 0.09 0.00 0.01 -0.02 0.02 0.01 -0.01 0.00 0.01 0.00 0.00

IDX079 総資産金利負担率 -0.06 -0.02 -0.03 0.07 0.07 1.00 0.96 -0.04 -0.02 -0.06 0.01 0.00 0.00 0.00 -0.05 -0.05 -0.05

IDX080 総資産純金利負担率 -0.06 -0.02 -0.03 0.05 0.09 0.96 1.00 -0.04 -0.02 -0.06 0.01 0.00 0.00 0.00 -0.05 -0.05 -0.05

IDX081 金利カバレッジ 0.68 0.62 0.82 0.00 0.00 -0.04 -0.04 1.00 0.63 0.67 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.08 -0.08 -0.08

IDX082 インタレストカバレッジレシオ 0.38 0.98 0.80 0.00 0.01 -0.02 -0.02 0.63 1.00 0.35 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.06 -0.07 -0.09

IDX083 支払利息割引料現金預金率 0.97 0.34 0.53 0.00 -0.02 -0.06 -0.06 0.67 0.35 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.06 0.07

IDX084 総支出支払利息割引料率 0.00 0.00 0.00 0.12 0.02 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 1.00 0.28 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

IDX085 経費支払利息割引料率 0.00 0.00 0.00 0.05 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.28 1.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

IDX086 流動資産引当率 0.00 0.00 0.00 -0.01 -0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.06 0.00 0.00 0.00

IDX087 当座資産引当率 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.06 1.00 0.00 0.00 0.00

IDX088 債務超過解消年数 0.02 -0.06 -0.07 0.01 0.01 -0.05 -0.05 -0.08 -0.06 0.02 0.00 0.00 0.00 0.00 1.00 0.50 0.37

IDX089 総債務償還年数 0.05 -0.07 -0.07 0.00 0.00 -0.05 -0.05 -0.08 -0.07 0.06 0.00 0.00 0.00 0.00 0.50 1.00 0.66

IDX090 純有利子負債償還年数 0.06 -0.09 -0.09 0.00 0.00 -0.05 -0.05 -0.08 -0.09 0.07 0.00 0.00 0.00 0.00 0.37 0.66 1.00
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学習用データとテスト用データの作成

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

 モデル開発母集団に占める負例の割合と正例の割合が大きく異なるデータ（不均衡データ）をそのまま用いて機械学習モデルを構築すると、見かけ
上の精度（正解率：Accuracy）は高いものの、正例を正しく正例と予測する精度（再現率：Recall）が低くなる。そのため、正例のサンプル数
に合わせて、不均衡データをアンダーサンプリングし、バランス調整を行った。

 上記のアンダーサンプリングを実施したデータを、モデル構築を行う学習用データ、モデルのハイパーパラメータの検証を行うパラメータ検証用データ、構
築したモデルの精度を確認するテスト用データに分割した※1。

 アンダーサンプリングとデータの分割イメージは下図の通り。

【データの分割】

教師ラベルが
負例

教師ラベルが
正例

教師ラベルが
負例

モデル開発母集団すべてのデータ

教師ラベルが
正例

アンダーサンプリング後のモデル開発母集団データ

テスト用データ

パラメータ検証用データ

学習用データ

アンダーサンプリング

【アンダーサンプリング】

教師ラベルの割合を維持
したまま、ランダムに分割

クラス1 クラス2 クラス3 クラス4

教師ラベルが
正例

教師ラベルが
正例

教師ラベルが
負例

クラスの割合を維持したまま、
ランダムでサンプリング

アンダーサンプリング後のモデル開発母集団データ

モデル開発母集団すべてのデータ

単変量分析での絞り込み後の財務変数を基準に、
k-means※2にてクラスタリング
（以下、4クラスでクラスタリングした場合の例を示す）

※1 データ分割の考え方は、「モデル構築におけるデータの分割の概説」（本資料 p.106）に記載。
※2 k-meansは、クラスタリング手法の１つで、クラスターの数だけデータの重心を求め、その重心に最も近いデータを当該クラスターに分類されるデータと定める分類アルゴリズム
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開発したモデル一覧

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

Step1

財務のみモデル

信用度別セグメンテーションモデル

モデルの精度等の基準となるモデル

各共同研究先にて取得することがで
きる項目を使用したモデル

4つの共同研究先データをベースとした各
汎用モデルに対して、その他3つの共同研
究先データを用いてチューニングを施したモ
デル

Step2

汎用モデル

Step3

共同研究先モデル

Step6

因果推論モデル

Step4

チューニングモデル

Step5

セグメンテーションモデル

業種別セグメンテーションモデル

信用度別×業種別
セグメンテーションモデル

信用度（高いグループ、低いグループ）、
業種（製造業、卸売業、宿泊業・飲食
サービス業）をセグメントとした共同研究
先モデル

一般的な説明変数のみを用いた実
務適用が容易なモデル

【検証の観点】
KPIの観点②（汎用モデルと共同研
究先モデルの精度が、財務のみモデル
の精度よりも高いか）の確認

【検証の観点】
定性情報の有用性確認、今
後の活用可能性等の考察
（KPIの観点①）

【検証の観点】
KPIの観点①（これまで捕捉することの
できなかった経営改善支援候補先の
特定）の確認

【検証の観点】
先端技術である「機械学習を用いた
因果推論モデル」の有効性の確認
（KPIの観点①）

開発コンセプト2について、個別企業に対
する経営改善支援の施策効果を因果推

論の手法によって推定するモデル

【検証の観点】
実証事業や実際の金融機関で汎用
モデルを活用することを見据え、少数
データでの汎用モデルのチューニングの
効果の確認（KPIの観点②）

 本調査・研究で開発したモデルの一覧と、開発したモデルを用いた検証の観点は下図の通り。Step1からStep6の順にて、モデル開発を行った。
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開発したモデル精度一覧

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

 開発したモデルの精度一覧は下表の通り。それぞれ、ロジスティック回帰（L）、ランダムフォレスト（R）、勾配ブースティング（G）の順番でAUCを
記載している。

 開発コンセプト1、開発コンセプト2いずれも、平均的には財務のみモデルよりも精度が高い汎用モデル、共同研究先モデルの構築が実現している。ま
た、汎用モデルの精度の最大値が0.8を超えるアルゴリズムもあり、実務に耐え得るモデルとなっていると評価できる。

共同研究先

開発コンセプト1 開発コンセプト2

財務のみモデル
汎用モデル

（チューニング前）
共同研究先モデル

（セグメンテーションなし）
財務のみモデル 汎用モデル 共同研究先モデル

平均値※

L:0.654

R:0.657

G:0.670

L:0.650

R:0.708

G:0.695

L:0.661

R:0.716

G:0.706

L:0.790

R:0.799

G:0.803

L:0.746

R:0.787

G:0.786

L:0.760

R:0.787

G:0.794

最小値※

L:0.519

R:0.671

G:0.590

L:0.519

R:0.671

G:0.590

L:0.676

R:0.696

G:0.707

L:0.688

R:0.712

G:0.725

最大値※

L:0.770

R:0.798

G:0.805

L:0.801

R:0.821

G:0.832

L:0.788

R:0.823

G:0.817

L:0.804

R:0.819

G:0.825

※ 汎用モデル、共同研究先モデルについては、4つの共同研究先のモデルの平均値、最小値、最大値を掲載。

AUCの平均値、最小値、最大値が0.7を超えているものについては、太字で記載。

※ Lはロジスティック回帰、Rはランダムフォレスト、Gは勾配ブースティングを意味し、それぞれの数値はモデル精度の評価指標であるAUCを意味する。
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汎用モデルのチューニングについて [1/2]

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

 実証事業や実際の金融機関にて今回開発したモデルを活用する場合は、汎用モデルをそのまま用いることを想定している。ただし、個別金融機関に
汎用モデルをそのまま適用した場合、モデルの精度が十分でなくなる恐れがあるため、各金融機関データを用いて追加的な学習を行い、汎用モデル
を調整（チューニング）することで、実務適用に耐え得る精度を達成できるか検証を行った。

 具体的には共同研究先データを用いて以下の方法にて検証を行った。

【アルゴリズムごとのチューニング方法】

• ロジスティック回帰はファインチューニング、ランダムフォレストと勾配ブースティングについては追加学習を行うことでモデルのチューニングを行う。

【チューニングに用いるデータ】

• 実証事業や、実際の金融機関でのモデルのチューニングシーンを想定し、汎用モデル構築時よりも少ないデータにてモデルのチューニングを行った。

• 各共同研究先のモデル開発母集団のデータ数を踏まえ、チューニングに用いるデータは約6,000件とした。

アルゴリズム チューニング方法 説明

ロジスティック回帰 ファインチューニング
チューニングに用いる学習データにもモデルが適応するように、既存のモデルにおける回
帰係数の調整を行う。

ランダムフォレスト
追加学習

既存のモデルにおける決定木は変更せずに、チューニングに用いる学習データにもモデ
ルが適応するように、既存のモデルに対してチューニング用データだけで学習した新たな
決定木を追加する。勾配ブースティング
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汎用モデルのチューニングについて [2/2]

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

【チューニングのパターン】

• 4つの共同研究先データをベースとした各汎用モデル（ベースモデル）に対して、以下の2通りのパターンにて、チューニングを行った。

パターン①：その他3つの共同研究先のいずれかのデータを用いて、1回のチューニングを行う。

パターン②：その他3つの共同研究先それぞれのデータを用いて、3回のチューニングを行う。

• 上記パターン②については、モデルのアルゴリズムの特徴により、ロジスティック回帰と勾配ブースティングは、ファインチューニング・追加学習を行う順
番によって構築されるモデルの精度が異なるため、複数の順番にてチューニングを行った。

【チューニングしたモデルの精度検証】

• 精度の検証は、「ある共同研究先（A）の汎用モデル」、「ある共同研究先（A）の汎用モデルを別の共同研究先（B）のデータにてチューニン
グを行ったモデル（チューニングモデル）」、「別の共同研究先（B）の汎用モデル」の３通りのモデルに、共同研究先（B）のデータを適用した場
合の精度を比較することで行った。

共同研究先（B）
汎用モデル

共同研究先（A）
汎用モデル

チューニングモデル

共同研究先（B）データ

モデルに適用

精度比較

共同研究先（B）の
データでチューニング



42

Document Classification: KPMG Confidential

© 2023 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global organization of independent 

member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

 汎用モデルをチューニングした場合の精度検証結果は以下の通り。なお、前頁記載のチューニングのパターン②については、異なる共同研究先データ
で3回チューニングしたことによる精度向上や、チューニングの順番による特徴の変化は得られなかったため、ここでは、パターン①（その他3つの共同研
究先のいずれかのデータを用いて、1回のチューニングを行う）の結果について示している。

 チューニングには、約6,000件のデータを用いており、以下の精度はパターン①の全ての組み合わせにて検証した結果のAUC平均値を記載。

汎用モデルのチューニング結果

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

0.642
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0.746
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0.719
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0.708
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0.668
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0.55

0.60

0.65

0.70

0.75

共同研究先B

汎用モデル
共同研究先A

汎用モデル
チューニングモデル

チューニングを実施することによって、精度が向上することを確認。
共同研究先Bのデータを十分に活用して構築したモデルよりも、チューニングモデルの精度は劣るもの
の、精度の差は限定的。大量データを持たない金融機関においても、独自モデルを構築したときと同
水準の精度を持つモデルを、汎用モデルのチューニングよって構築ができることが示唆される。

開発コンセプト2

開発コンセプト1



43

Document Classification: KPMG Confidential

© 2023 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global organization of independent 

member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

セグメンテーションモデルの構築について

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

 共同研究先データを用いたモデル構築の結果、開発コンセプト1については、開発コンセプト2と比較して精度が低水準であったこと、全体の精度を確
保することをメインとしつつ、（モデルの使用シーンに合わせて、）個別ケースの精度を確保するため、特定の区分（セグメント）に対して精度が出る
モデル（セグメンテーションモデル）の構築を検討。

 セグメントは「信用度（共同研究先によって債務者区分や信用スコアを使用）」と「業種」を用いてモデルの構築を行った。

 信用度については、各共同研究先ごとに、信用度が高いグループと低いグループにてセグメンテーションを行った。

 業種については、下記の内容を踏まえて、製造業、卸売業、宿泊業・飲食サービス業についてセグメンテーションを行った。

 開発コンセプト1における特定の共同研究先モデルについて、業種別のテストデータに対する精度を確認すると、製造業、卸売業、宿泊業・飲
食サービス業については全体を予測した際と比較して精度が高く、学習データの件数も多いため、セグメンテーションモデルにて精度向上が見込
まれることから、これらにてセグメンテーションを行った。

 なお、製造業、卸売業、宿泊業・飲食サービス業については、コロナの影響を受けた業種・事業者数が多い業種であるため、今回の調査・研
究の目的と合致している。

 業種別にセグメンテーションを行う際においては、業種特有の外部環境を考慮することを目的に、下表の通り外部環境データの絞り込みを実施。

 例えば、経済関連データについては、業種に関連する外部環境データを使用する、マーケット関連データについては国内のマーケットデータに限
定する等の絞り込みを行うこととした。

共通して使用する外部環境データ 製造業に使用する外部環境データ 卸売業に使用する外部環境データ
宿泊業・飲食サービス業
に使用する外部環境データ

• GDP成長率

• 景気動向指数

• 中小企業売上見通しDI

• 発電実績

• エネルギー消費量

• 入港船舶総トン数

• 公共機関からの受注額

• 鉱工業在庫指数

• 鉱工業出荷指数

• 製造工業生産能力指数

• 機械受注額（製造業）

• 業況判断指数（製造業）

• 商業販売額

• 第3次産業活動指数

• 貨物輸送量

• 機械受注額（非製造業）

• 業況判断指数（非製造業）

• 訪日外客数

• 定員稼働率

• 実宿泊数

• 旅客輸送量

• 第3次産業活動指数

• 機械受注額（非製造業）

• 業況判断指数（非製造業）
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セグメンテーションモデルの精度一覧

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

 開発したセグメンテーションモデルの精度一覧は下表の通り。それぞれ、ロジスティック回帰（L）、ランダムフォレスト（R）、勾配ブースティング（G）
の順番でAUCを記載している。

信用度別セグメンテーション

セグメンテーションなし 信用度が高いグループ 信用度が低いグループ

平均値※ 最大値※ 平均値※ 最大値※ 平均値※ 最大値※

業
種
別
セ
グ
メ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

セグメンテーションなし
L:0.708

R:0.730

G:0.745

L:0.801

R:0.821

G:0.832

L:0.736

R:0.767

G:0.782

L:0.799

R:0.828

G:0.841

L:0.702

R:0.716

G:0.729

L:0.724

R:0.734

G:0.753

製造業
L:0.722

R:0.743

G:0.753

L:0.803

R:0.822

G:0.834

L:0.753

R:0.780

G:0.795

L:0.787

R:0.821

G:0.841

L:0.691

R:0.709

G:0.713

L:0.724

R:0.735

G:0.743

卸売業
L:0.714

R:0.747

G:0.749

L:0.805

R:0.835

G:0.843

L:0.731

R:0.765

G:0.773

L:0.776

R:0.807

G:0.822

L:0.704

R:0.718

G:0.722

L:0.738

R:0.741

G:0.735

宿泊業・飲食サービス業
L:0.651

R:0.700

G:0.696

L:0.669

R:0.769

G:0.753

L:0.647

R:0.678

G:0.668

L:0.687

R:0.695

G:0.701

L:0.675

R:0.679

G:0.665

L:0.735

R:0.722

G:0.735

信用度別セグメンテーションモデル

業種別セグメンテーションモデル 信用度別×業種別セグメンテーションモデル

注 セグメンテーションによる効果は、共同研究先モデルとセグメンテーションモデルに対して、各セグメントのデータを当てはめた場合の精度を比較することで確認する必要がある。上表の共同研究
先モデルの精度は、共同研究先モデルに対して、セグメンテーションを行わないデータを当てはめた場合のものを表しており、この精度と、各セグメンテーションモデルの精度を単純に比較すること
は出来ないことに留意。

※ 一部の共同研究先については、セグメンテーションによってモデル開発母集団が十分に得られなかったため、 3つの共同研究先のモデルの平均値、最大値を掲載。よって、信用度、業種ともに
セグメンテーションを行わないモデルで掲載している精度は、p.39の結果と異なる。
AUCの平均値、最大値が0.7を超えているものについては、太字で記載。

共同研究先モデル
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因果推論モデル構築
–伝統的な因果推論モデルによる全体的な効果の推定

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

 伝統的な因果推論モデルで経営改善施策の全体的な効果をベンチマークとして推定後、機械学習を使用した因果推論モデルを利用して個別企業への効果
を推定した。（ただし、現時点では経営改善支援先が約50件しかないため、実務に耐えるモデルは作成できないことが想定）

 共同研究先データで下記の期間に該当する変数を持っている企業のレコードを使用して、経営改善支援を実施することで平均的にどれくらい信用スコアが変化
するか推定を行った。

経営改善支援の実施有無財務変数 信用スコア（財務変数から推定）

2017/1 2018/1 2019/1 2020/1

 傾向スコア（経営改善支援が実施される確率）をサンプルの重みとして使用し、経営改善支援を実施したグループの信用スコアの平均と、未実施のグループ
の信用スコアの平均を計算し、これらの差分をとることで効果を推定する。

企業データセットの有無

経営改善支
援実施

企業1 企業4 企業6 企業8

未実施 企業2 企業3 企業5 企業7 企業9

データあり

②経営改善支援実施データに傾向スコアで重み付けをして、平均を計算

③未実施データに傾向スコアで重み付けをして、平均を計算

①経営改善支援の実施グループと、未実施グループの企業属性（財務状況や属
性）は異なり、両グループの単純比較では経営改善支援の効果を正しく推論する
ことができない。そこで、傾向スコア（経営改善支援が実施される確率）を用いて、
両グループの企業属性を等しくするように調整を行う。

④経営改善支援の効果計算：②の平均値－ ③の平均値

【前提】

【手法】

経営改善支援の実施によって、信用スコアが約0.83点上昇する結果となってい
る。（ただし、計算の余地は残っており、バイアスの排除はまだ完全ではない）

【結果】

因果推論母集団
（全体）※

9,548件

因果推論母集団
（経営改善支援先）

45件

※信用スコアが経営改善支援の実施企業の最大（55.44点）と最小（36.85点）の範囲内
に入る企業のみ使用（経営改善支援の非対象企業を除くため）

経営改善支援の実施効果

信用スコアの変化
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因果推論モデル構築
–機械学習モデルによる個別企業への効果の推定

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

【手法】
 機械学習を利用した因果推論モデルとして、DA-Learner（Domain Adaptation Learner）を利用した。
 DA-Learnerは、Meta-Learnersの一種で、処置群と対象群を別々にモデリングに用い、各群のデータ量が不均衡な場合や各群が持つ変数分布に偏りがあっ
ても有効な手法。

【手法の説明】
① 前頁の統計的モデルと同様に傾向スコア（経営改善支援の実施確率）でサンプルの重みづけをする。
② 経営改善支援の実施、未実施のグループそれぞれで信用スコアを予測するモデルを作成する。
③ このモデルを使用して、経営改善支援先の支援が実施されなかった場合の信用スコアを推定（未実施先も同様）することで、各企業の経営改善支援の実

施、未実施の推定された信用スコアを算出する。
④ ③で推定された経営改善支援実施と未実施の信用スコアの差を財務変数で予測することで、経営改善支援の効果を推定する。

【結果】

 ケース

経営改善支援未実施企業であるものの、2017年時点の
信用スコア38.51点と信用スコアが低い企業に対する因果
推論

 因果推論結果

• 経営改善支援実施により、信用スコアが約1.47点上昇
すると推定

• 推定の個社要因は右図の通り

経営改善支援実施により、信用スコア
が約0.57点上昇する結果となっている。

平均的な経営改善支援効果0.569点から、個社要因によって経営改善支援の効果がどれほど異なるかをモデルから確認することができ
る。

全体の経営改善支援実施効果 個社の経営改善支援実施効果の確認

0.569点

信
用
ス
コ
ア
の
変
化
（

9
5

%
信
頼
区
間
）
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 設定したKPIについて、評価指標等も活用して確認したところ、以下の通り概ね達成が確認された。

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-2:データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発）

プロトタイプAIの開発結果概要

汎用モデルの
開発結果概要

•一般的な説明変数のみを用いた場合でも、財務のみモデルよりも高い精度を有し、概ね実務適用可能な水準の標準的なモデ
ル構築を実現

•少数データで追加的に学習（ファインチューニング・追加学習等）させた結果、精度が高まるケースが確認できる等、少数デー
タしか持たない金融機関における汎用モデルの活用方法を確認

共同研究先
モデルの

開発結果概要

•一般的な説明変数に加えて、定性情報等の追加情報を活用することで、汎用モデルより高い精度が実現
また、業種別や信用度別にセグメンテーションモデルを構築することでさらに高い精度を実現する等、使用シーンに合わせた活用
の可能性を確認

因果推論
モデルの

開発結果概要

•先端技術である「機械学習を用いた因果推論モデル」についても試行し、個別企業に対する因果効果（経営改善支援による
業績の向上）の推定が可能であることを確認
（本調査ではサンプルが少なかったため、統計的な有意性は得られていない）

•金融機関の実証事業にて本手法の有効性を再度確認
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AIからの出力結果イメージとその活用
– Step1経営改善支援先の早期発見・優先順位付け

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-3:実用化に向けたUIの基礎検討）

 実用化した際の、AIモデルの解釈性や説明力の向上のため、AIモデルからの出力結果についても検討を行った。

 多数の取引先を抱える担当者の業務効率化のために、モデルを活用して、業績悪化の可能性が高い先のリストを抽出（抽出企業数は、閾値を
変えることで調整可能）する機能を検討した。

 リストを活用することで、担当者が認識していないが、経営改善支援の必要性が高いと考えられる先を特定し、訪問の優先順位付けを行うことが可
能となる。

リストを活用し、訪問の優先順位付けを実施

（※）企業名やスコアをクリックすることで、「企業概要（金融機関保有データ）」や「経営改善スコア」の詳細を把握可能

（例）業況に問題がない先と認識していたが、
スコアが低いので詳細に調査を実施

（例）経営改善支援スコアはそこまで低くないが、原油価
格上昇の影響を受けやすいので、優先的な訪問を検討

（例）地域や業種での絞り込みや並び替え機
能を搭載し、優先順位をつける際の検討に活用
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AIからの出力結果イメージとその活用
– Step2経営改善支援先への対応策の検討 [1/3]

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-3:実用化に向けたUIの基礎検討）

 業績悪化を予測するスコアについて、財務・外部環境別に要因を算出。同業種・同規模の企業と比べて、スコアが悪い要因がどこにあるのか等の分
析を行うことができる機能を検討した。

 当該機能と外部環境シミュレーション（参考１、本報告書 p.54）や財務分析（参考２、本報告書 p.55）と組み合わせることで、足元の業況
変化等も踏まえた対応の検討も可能となる。

 具体的な活用イメージは本報告書p.51及びp.52を参照。

業績悪化を抑えるために

寄与する指標を把握し、

対応策を検討

詳細を本報告書 p.51に記載 詳細を本報告書 p.52に記載

主要な外部環境変数（2015年3月を100と指数化）

3 総債務償還年数 ー2.5年 +5点

4 ・・・ ・・・ ・・・

5 ・・・ ・・・ ・・・

同業種・同規模の企業が過去業績向上に寄与した変数（施策）

+0.5% +20点

2 訪日外国人客数 +10% +15点

売上高営業利益率

80 90 100

スコア
1

30 40 50 60 70

AI分析結果（開発コンセプト1の場合）

業績悪化を予測するAIモデルスコア 業績悪化を抑えるのに寄与する変数とその期待される効果
100% ←　　　　　　　　　　1年以内に業績が悪化する可能性　　　　　　　　　　→ 0%

No 業績悪化を抑えるのに寄与する変数名 変化させる幅

足もと1年間の業況予測

期待効果

（得点の期待減少幅）スコア一覧 0 10 20

同業種・同規模でスコアの低い先の要因

【外部環境】

39

-5.6 -5.4 -5.2 -5 -4.8 -4.6 -4.4 -4.2

支払利息割引料経常利益率

買入債務売上債権率

長期負債比率

寄与度当該企業のスコアの要因【財務】
-3.5 -3 -2.5 -2 -1.5 -1 -0.5 0

経常利益前年比

長期負債比率

支払利息割引料経常利益率

寄与度
同業種・同規模でスコアの低い先の要因

【財務】

0

50

100

150

201503 201603 201703 201803 201903 202003 202103 202203

指
数
（2

0
1
5
0
3

を1
0
0
)

機械受注額（製造業) 鉱工業出荷指数

-4 -2 0 2

発電実績（都道府県別）

有効求人倍率

第3次産業活動指数

寄与度当該企業のスコアの要因【外部環境】
-0.1 -0.05 0

定員稼働率（都道府県別）

エネルギー消費量（都道府県別）

発電実績（都道府県別）

寄与度

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1 1.2

自己資本比率

自己資本営業利益率

経常利益前年比

固定資産回転率

支払利息割引料経常利益率

寄与度【財務】

0 0.1 0.2 0.3 0.4

住民基本台帳人口（都道府県別）

倒産件数

定員稼働率（都道府県別）

エネルギー消費量（全国）

公共機関からの受注額

寄与度【外部環境】

 自己資本は比較的十分なものの、前年に比べ売上高が▲11.5%減となっていること等から、経常利益が大幅に低下

 現預金が同業種・同規模の企業に比べ、極端に低い水準にとどまっていること等から、資金繰りにも窮している

 そのため、今後1年の間に業況悪化が見込まれるため、何らかの施策を講じる必要がある
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AIからの出力結果イメージとその活用
– Step2経営改善支援先への対応策の検討 [2/3]

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-3:実用化に向けたUIの基礎検討）

• 企業の属性情報（業種や規模等）、財務データ、外部環境
データから、AIモデルスコアを算出する。

• AIモデルスコアは、開発コンセプトごとに以下を表すものである。
 開発コンセプト1：1年以内に業績が悪化する可能性の低さ
 開発コンセプト2：1年以内に経営改善支援により業績が
向上する可能性の高さ

• AIモデルスコアに寄与した要因を、財務、外部環境別に算出。

• 寄与度が正の指標はAIスコアを上昇、負の指標はAIスコアを
低下させていることを表す。（例：総債務償還年数の寄与度
が1.5の場合、当該要因によってAIモデルスコアが1.5上昇する
ことを表す。）

• 同業種・同規模の企業と比べて、スコアが悪い要因がどこにあ
るのか等の分析が可能。

• 分析対象企業の業種に関する主要な外部環境変数のトレン
ドを確認し、当該企業の業界が置かれている外部要因の把
握を行う。

• さらに外部環境シミュレーションを含めた事業者との対話に活
用する。

足もと1年間の業況予測
 自己資本は比較的十分なものの、前年に比べ売上高が▲11.5%減となっていること等から、経常利益が大幅に低下

 現預金が同業種・同規模の企業に比べ、極端に低い水準にとどまっていること等から、資金繰りにも窮している

 そのため、今後1年の間に業況悪化が見込まれるため、何らかの施策を講じる必要がある

• 金融機関の若手職員でも理解できるよう、冒頭に業況サマ
リーをコメントと業況天気図により表現

• 業況サマリーのコメントは現状人間により作成する必要がある
ものの、AIが数値情報からテキストを自動生成する技術は存
在することから、今後こうしたAI技術の活用を検討

業績悪化を予測するAIモデルスコア
100% ←　　　　　　　　　　1年以内に業績が悪化する可能性　　　　　　　　　　→ 0%

スコア一覧 0 10 20 80 90 100

スコア

30 40 50 60 70

主要な外部環境変数（2015年3月を100と指数化）

同業種・同規模でスコアの低い先の要因

【外部環境】

39

-5.6 -5.4 -5.2 -5 -4.8 -4.6 -4.4 -4.2

支払利息割引料経常利益率

買入債務売上債権率

長期負債比率

寄与度当該企業のスコアの要因【財務】
-3.5 -3 -2.5 -2 -1.5 -1 -0.5 0

経常利益前年比

長期負債比率

支払利息割引料経常利益率

寄与度
同業種・同規模でスコアの低い先の要因

【財務】
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発電実績（都道府県別）

有効求人倍率

第3次産業活動指数

寄与度当該企業のスコアの要因【外部環境】
-0.1 -0.05 0

定員稼働率（都道府県別）

エネルギー消費量（都道府県別）

発電実績（都道府県別）

寄与度
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AIからの出力結果イメージとその活用
– Step2経営改善支援先への対応策の検討 [3/3]

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-3:実用化に向けたUIの基礎検討）

• 財務変数、外部環境変数のうち、AIモデルスコアを大きく向上させる変数を、向
上させるために必要な変化の幅と共に算出。

• ここで示されるものは、モデルのスコア算出における理論値であるため、モデル外部
環境シミュレーション（参考1）や財務分析（参考2）と組み合わせるなど、分
析企業の実態に合わせて活用する。

• 開発コンセプト2のモデルで別途算定される情報

• 本情報を参考に、当該企業の業績向上のヒントを獲得するためのもの

• 具体的には、財務状況のどの指標（例：効率性や債務償還能力）が改善さ
れると、業績向上の可能性が上がるか、また外部環境にどのような変化（例：訪
日外国人客数の回復）が起きると、業績向上の可能性が上がるかが分かる。

• この情報から今は業績悪化の可能性が高い企業に対し、本当に悪化する前にど
のような支援をすればよいかを検討する基礎資料になる。

5 ・・・ ・・・ ・・・

同業種・同規模の企業が過去業績向上に寄与した変数（施策）

3 総債務償還年数 ー2.5年 +5点

4 ・・・ ・・・ ・・・

+0.5% +20点

2 訪日外国人客数 +10% +15点

1 売上高営業利益率

期待効果

（得点の期待減少幅）

業績悪化を抑えるのに寄与する変数とその期待される効果

No 業績悪化を抑えるのに寄与する変数名 変化させる幅

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

総債務償還年数

売上債権回転期間

売上高前年比

・・・

・・・

寄与度【財務】

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3

訪日外国人客数

鉱工業生産指数

原油価格（WTI）

・・・

・・・

寄与度【外部環境】
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AIからの出力結果イメージとその活用
– Step3 企業訪問・経営改善支援の実施

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-3:実用化に向けたUIの基礎検討）

 事業者との対話を実施するための、外部説明用の分析結果を出力する帳票を検討した。

 これらを活用することで、事業者との目線合わせを行うとともに、経営改善に向けた対応策が検討可能となる。

事業者説明用の帳票
を用いて、対話を実施、

改善策を検討

事業者説明用の帳票（イメージ）
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AIからの出力結果イメージとその活用
–（参考1）外部環境変化シミュレーション

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-3:実用化に向けたUIの基礎検討）

シミュレーションを踏まえた支援の方向性の検討等に活用

 モデルで算定された業績悪化を予測するスコアが、外部環境指標を変化させたときに、どのように変化するかシミュレーションが可能となる機能を検討
した。

 外部環境の変化はユーザーが任意で指定できるため、足元の原油高騰やコロナによるインバウンドの減少など、足元の状況を反映させた分析・対応
策の検討が可能となる。

AIスコアの算出に使用された外部環境指標の値（ベースシナリオ）に対
して、変化させた任意の値を入力する。

左にて入力した外部環境指標の値にてシミュレーションを行ったAIスコア
が表示される。

ユーザーが任意に指定（AIでは予測できない）

ベースシナリオ シナリオ1 シナリオ2

宿泊定員稼働率 49.7 32.1 89.3

訪日外国人客数 12.7 4.3 25.9

〇〇〇 〇〇

〇〇〇 〇〇

シミュレーション結果

外部環境（2015年3月を100とした指数） AIスコアのシミュレーション結果（開発コンセプト１の場合）
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AIからの出力結果イメージとその活用
–（参考2）財務分析等との連携

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-3:実用化に向けたUIの基礎検討）

売上高

従業員数

財務分析結果

当期 前期 前々期
分類

同業種・同規模

平均 指標名
当該企業の財務比率 当該企業の財務比率 同業種・同規模

平均

350人

主要な経営指標

利率 〇.〇〇%

30億5千万円

分類 指標名
当期 前期 前々期

2.4%

115.1%

105.4%

9.0%

78.2%

0.37

0.17

10.0%

94.4%

0.42

0.25

28.4

53.0%

96.6%

144.7%

2.0

16.3

4.0%

20.6%

34.7

42.1%

111.3%流動性 当座比率 105.0% 116.9%

棚卸資産回転期間 0.21 0.21 流動比率 123.7% 169.1%

営業利益前年比 109.8% 101.4% 売上高運転資本比率 25.1% 16.4%

2.3 4.9

売上高経常利益率 2.5% 2.3% 15.2

6.9%

27.6%

7.5%

2.8%

83.8%

105.4%

効率性 売上債権回転期間 0.35 0.26

成長性 売上高前年比 101.0% 104.3% 資金繰り 売上高キャッシュフロー率

収益性 自己資本当期利益率 6.9% 13.8% 債務償還

能力

インタレストカバレッジレシオ

3.3% 5.6%2.9%

総債務償還年数 15.2 13.0

2.0

132.4%

固定長期適合率 85.0% 98.7% 売上高付加価値率 45.3% 40.7%

健全性 自己資本比率 9.3% 13.9% 生産性 従業員一人当たり売上高 31.5 21.5

規模

貸付日 〇〇年〇月〇日

貸付金額 〇〇〇〇万円

業種 宿泊業 〇〇〇〇 〇〇年〇日 〇〇〇万円

所在地 借入先 借入日 借入金額

基本情報 他行からの借り入れ状況

〇〇〇〇〇〇 11112222 123456789 〇〇駅前店

法人名 顧客口座番号 ID 担当支店 比較平均区分 同業種・同規模平均

0

1

2

3

4

5

健全性

効率性

収益性

成長性

生産性

流動性

債務償還能力

資金繰り

経営指標分類ごとの評価

当期 前期 前々期 同業種・同規模平均

ユーザーが任意に指定

 AIモデルの算出結果と各金融機関で用いている財務分析を組み合わせることの有効性について検討した。

 これにより、深い分析や顧客との対話に活用することが可能となる。

算出結果を組み合わ
せることで、

更なる検討が可能

＋

個別金融機関の財務分析（イメージ）

AIからの出力結果

AI分析結果（開発コンセプト1の場合）

業績悪化を予測するAIモデルスコア 業績悪化を抑えるのに寄与する変数とその期待される効果
低 ←　　　　　　　　　　業績が悪化する可能性【1年以内の確率】　　　　　　　　　　→ 高

No 業績悪化を抑えるのに寄与する変数名 変化させる幅
期待効果

（得点の期待減少幅）スコア一覧 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

スコア
1 +0.5% －20点

2 訪日外国人客数 +10% －15点

売上高営業利益率
58 
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開発コンセプト２からの出力

（補足）AIモデルからの出力情報の業務利用方法（案）
– 2つのAIモデルの活用イメージ

3.AI技術の活用可能性にかかる研究（3-3:実用化に向けたUIの基礎検討）

 開発コンセプト1と2の2つのAIモデルの具体的な活用イメージは以下の通り。

 2つのAIモデルを連携させることで、経営改善支援の効率化・高度化を目指す。

開発コンセプト１からの出力

業績が悪化する可能性の高い
企業の抽出

経営改善支援策の作成に
向けたヒントを抽出

早期の経営改善支援の実施

モデルで抽出された企業に対し
早期の経営改善支援を実施

業績が悪化する可能性の
高い企業リスト

業績悪化を防ぐための
ヒント付きAI出力画面

業績悪化先から今後業績向上
の可能性が高い企業の抽出

悪化先から業績が向上する
可能性の高い企業リスト

実効性ある経営改善支援の実施

モデルで抽出された企業に対し
従来より実効性のある経営改善支援

を実施
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1 本調査の背景・目的・調査概要

2 経営改善等に活用可能なデータにかかる調査

2-1
現状の経営改善支援業務の整理・課題抽出と
AI技術を用いた新たな業務フローの基礎検討

2-2 データの調査・取得

3 AI技術の活用可能性にかかる研究

3-1 AI技術を活用したプロトタイプの要件定義

3-2 データクレンジングとプロトタイプAIモデルの開発

3-3 実用化に向けたUIの基礎検討

4 金融機関による実証事業
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実証事業の概要

4.金融機関による実証事業

 本調査・研究では、財務データや外部環境データ等を用いて経営改善支援先を早期発見するAIモデルの開発を行った。このモデルをより実効性の
高いものとするため、金融機関の実データを用いて以下について検証を行った。

① 開発したAIモデルが金融機関の実データにおいても有効に機能するかの検証

② 金融機関の実データを活用したモデルの個別カスタマイズ・高度化可能性の検証

 実証事業先：横浜銀行、栃木銀行、浜松いわた信用金庫、大東京信用組合

 具体的な実施内容は下表の通り。

検証内容 詳細

① 開発したAIモデルの有効
性の検証

 汎用モデルの精度検証（AUC、適合率と再現率等）

 汎用モデルの解釈性の確認（予測結果に寄与した変数）

 チューニングモデルの精度検証（モデルの精度検証（AUC））

 各金融機関のデータの一部を用いて汎用モデルを追加学習（チューニング）した際の精度を検証

 実証事業先モデルの精度検証（モデルの精度検証（AUC））

 各金融機関の全データを用いて汎用モデルを再学習した際の精度を検証

② AIモデルの個別カスタマイ
ズ・高度化可能性の検証

 実際の金融機関データにしか存在しない教師データ・説明変数を用いたAIモデル開発

 企業に関するテキストデータを用いて構築したモデルの有効性を検証

 経営改善支援の実績データを用いて構築したモデルの有効性を検証

 金融機関におけるAIモデルの個別カスタマイズ内容や高度化内容に係る整理
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実証事業にて検証したモデルの概要
–検証内容①

4.金融機関による実証事業

 本実証事業のうち、①開発したAIモデルの有効性の検証では、本調査・研究にて構築した汎用モデルのほか、実証事業先データを使用して新たに
実証事業先モデルを構築した。各モデルの概要と目的は下表の通り。

種類 アルゴリズム モデルの概要 実証事業における目的

汎用モデル

 ロジスティック回帰

 ランダムフォレスト

 勾配ブースティング

 共同研究先のデータを使用し、一般的な説明変数の
みを用いて構築したモデル

 新たに学習を行う必要がないため、実務適用が容易

 モデルの精度検証（AUC、適合率
と再現率等）

 モデルの解釈性の確認（スコアの寄
与度の解釈性など）

チューニングモデル  実証事業先データの一部を用いて追加的な学習を行
い、汎用モデルを調整（チューニング）して構築したモ
デル

 使用する説明変数は、汎用モデルと同じ

 汎用モデルとの精度比較（AUC）

 （汎用モデルの精度が低い場合）
少数データでのチューニングの有効
性の検証

実証事業先モデル  実証事業先データのみを用いて構築したモデル

 使用する説明変数は、汎用モデルと同じ

 汎用モデルとの精度比較（AUC）

 （汎用モデルの精度が低い場合）
実証事業先モデル構築の意義の確
認
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 4つの実証事業先データを用いたモデル精度一覧は下表の通り。

 開発コンセプト1及び開発コンセプト2において、汎用モデル・チューニングモデル・実証事業先モデルともに概ねAUCが0.7となっており、実際の金融機
関データを用いても本アプローチは有効であることが立証された。

 チューニングモデルや実証事業先モデルの精度は概ね汎用モデルより高くなっており、各金融機関がモデルを活用する際は実証事業先データを一部
用いたチューニング又は、データ全量を用いた再学習を行うと、より業務効率化等に資するモデルとしての実務適用が可能となることが示唆された。

4.金融機関による実証事業

実証事業先データを適用した場合のモデル精度概要
–検証内容①

実証事業先

開発コンセプト1 開発コンセプト2

汎用モデル チューニングモデル 実証事業先モデル 汎用モデル チューニングモデル 実証事業先モデル

平均値※

L: 0.627

R: 0.644

G: 0.662

L: 0.621

R: 0.684

G: 0.696

L: 0.662

R: 0.716

G: 0.706

L: 0.736

R: 0.736

G: 0.743

L: 0.747

R: 0.744

G: 0.743

L: 0.689

R: 0.731

G: 0.738

最大値※

L: 0.665

R: 0.697

G: 0.710

L: 0.689

R: 0.703

G: 0.707

L: 0.692

R: 0.758

G: 0.759

L: 0.795

R: 0.809

G: 0.802

L: 0.820

R: 0.842

G: 0.860

L: 0.845

R: 0.860

G: 0.868

※ Lはロジスティック回帰、Rはランダムフォレスト、Gは勾配ブースティングを意味し、それぞれの数値はモデル精度の評価指標であるAUCを意味する。

※ 汎用モデル、チューニングモデルについては、それぞれの実証事業先データで最も精度の高かったモデルの平均値、最大値を掲載。

実証事業先モデルについては、4つの実証事業先での平均値、最大値を掲載。

AUCの平均値、最大値が0.7を超えているものについては、太字で記載。
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実証事業にて検証したモデルの概要
–検証内容②

4.金融機関による実証事業

種類 アルゴリズム モデルの概要 実証事業における目的

高度化検証モデル 勾配ブースティング  実証事業先モデルに、テキストデータの情報を説明変
数として加えて構築したモデル

 テキストデータを用いたモデルの有効
性の検証

因果推論モデル
 逆確率重み付き
推定

 Meta-Learners

（DA-Learner）

 経営改善支援を行った際の業績改善効果等を測定す
るため、経営改善支援の実施有無に関する情報を活
用して、因果推論（原因と結果を統計的手法等によ
り推論するモデル）の手法により構築したモデル

 経営改善支援の実績データを用い
たモデルの有効性の検証

 経営改善支援に有効な変数の確
認

 本実証事業のうち、②AIモデルの個別カスタマイズ・高度化可能性の検証では、実証事業先データを用いて、新たに高度化検証モデルと因果推論
モデルを構築した。各モデルの概要と目的は下表の通り。
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テキストデータを用いたモデルの有効性検証 [1/2]

4.金融機関による実証事業

 金融に特化させた大規模言語モデル（下部参照）を活用して、ポジティブスコア（業績にプラスに寄与するスコア）とネガティブスコア（業績にマイ
ナスに寄与するスコア）をテキストデータの各項目※ごとに付与し、当該スコアを実証事業先モデルの説明変数に加えて高度化検証モデル（テキスト
データ追加モデル）を構築した。
※今後の業況見通しなどの数項目

 高度化検証モデルのAUCは下表の通り。テキストデータを含まない実証事業先モデルと比べ、精度としてはほぼ同水準であった。

【大規模言語モデルについて】

 大規模言語モデルとは、文章分類、文章生成や機械翻訳などの自然言語処理タスクの実行を目的に、従来のAIモデルと比較して大規模なテキス
トデータを事前に学習して構築されたモデルをいう。今回の分析では、BERT（Bidirectional Encoder Representations from Transformers）
と呼ばれる大規模言語モデルの中でも、高い精度を持つことが知られるモデルを活用。

 今回は、あずさ監査法人が独自に蓄積・収集した金融に関する文書（テキストデータ）を追加的に学習させて、テキストに対するポジティブな内容
（「好調」や「売上増加」）やネガティブな内容（「赤字」や「売上減少」）に基づき精度の高いスコアを付与できるように修正したモデルを使用し、
分析を行っている。

アルゴリズム

開発コンセプト1 開発コンセプト2

高度化検証モデル
（テキストデータを含む）

実証事業先モデル
（テキストデータを含まない）

高度化検証モデル
（テキストデータを含む）

実証事業先モデル
（テキストデータを含まない）

ロジスティック回帰 0.690 0.679 0.703 0.680

ランダムフォレスト 0.726 0.723 0.717 0.710

勾配ブースティング 0.736 0.726 0.719 0.711



63

Document Classification: KPMG Confidential

© 2023 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the KPMG global organization of independent 

member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved.

テキストデータを用いたモデルの有効性検証 [2/2]

4.金融機関による実証事業

 高度化検証モデルについて、テキストデータ変数の重要度（順位、モデルの説明変数は全315変数）は下表の通り。

 最上位に該当するテキスト項目も存在しており、今後データの整備（変数化等）を工夫することで、モデルの精度や解釈性において効果的な変数
となり得るものと思料。

【テキストデータの活用がもたらす効果（将来的な発展可能性も含む）】

 元々の実証事業先モデルの精度が高かったため、テキストデータを追加したことによる精度向上は限定的であったが、それぞれの変数の重要度は高く、
今回の試行により、以下の効果（発展可能性含）が得られた

① モデル精緻化

• テキストデータの整備等を工夫することで実現する可能性

② モデルの解釈性の向上

• AIスコアの高低の要因につながるコメントを特定することで、経営改善支援につながるヒントが獲得できる可能性

• AIスコアの高低の理由を説明する文書（コメント）を自動生成するAIを開発することで、解釈性の向上・業務効率化が図られる可能性

 金融機関にとって、テキストデータに対するAI活用は将来的に発展可能性の高い分野であるため、当該分野の研究開発は重要となる

テキスト項目

開発コンセプト1 開発コンセプト2

ポジティブスコア ネガティブスコア ポジティブスコア ネガティブスコア

当該企業の現況、今後
の業績見通し、問題点
等

70位～6位 61位～9位 22位～1位 19位～3位
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経営改善支援の実績データを用いたモデルの有効性検証 [1/4]

4.金融機関による実証事業

 経営改善支援を行った際の業績改善効果等を測定（①経営改善支援の介入効果の検証、②経営改善支援の介入効果へ寄与する変数の確
認）するため、経営改善支援の実施有無に関する情報を活用して、因果推論（原因と結果を統計的手法等により推論するモデル）の手法によ
りモデルを構築した。

 具体的な方法は以下の通り。

1. 伝統的な因果推論モデル（逆確率重み付き推定）にて、経営改善支援の全体的な介入効果を推定

2. 機械学習を使用した因果推論モデル（DA-Learner）にて、個別企業への経営改善支援の介入効果を推定し、その平均から全体的な介入
効果を推定

 機械学習を使用した因果推論モデルは先進的な取組みのため、経営改善支援の全体的な介入効果が伝統的な因果推論モデルと整合的
であるかを確認すべく、上記２つの手法を使用する。

 経営改善支援の効果は経営改善支援を実施することで平均的にどの程度、信用スコアに変動があるか推定することで行う。なお、信用スコア
とは企業の信用度を100点満点で評価したものである。

①経営改善支援の介入効果の検証

 機械学習を使用した因果推論モデル（DA-Learner）にて、説明変数の寄与度を個社ごとに算出し、その平均から全体の経営改善支援の介
入効果に寄与した変数を確認

 あわせて実際に経営改善支援を実施した企業を1社選択し、以下を確認する。

 個社企業への経営改善支援の介入効果に寄与する変数を確認

 どのような企業への経営改善支援が有効であるかの確認

②経営改善支援の介入効果へ寄与する変数の確認
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経営改善支援の実績データを用いたモデルの有効性検証 [2/4]
–経営改善支援の効果検証結果

4.金融機関による実証事業

 以下2点から、経営改善支援による介入効果がプラスであること（信用スコアの上昇）が確認できた。

 伝統的な因果推論モデル（逆確率重み付き推定）と、機械学習を使用した因果推論モデル（DA-Learner）のいずれも、経営改善支援を
実施することによって、信用スコアが上昇した。

 いずれの手法においてもその95%信頼区間が正の区間を示しており、統計的な有意性を得ることができた。

【伝統的な因果推論モデル（逆確率重み付き推定）】

 経営改善支援の実施によって、信用スコアが約3.10点上昇する結果となっている。

【機械学習を使用した因果推論モデル（DA-Learner）】

 経営改善支援の実施によって、信用スコアが約2.55点上昇する結果となっている。

①経営支援改善の介入効果の検証結果
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経営改善支援の実績データを用いたモデルの有効性検証 [3/4]
–経営改善支援を実施した場合の介入効果の予測値への寄与度の高い変数

4.金融機関による実証事業

【全体の経営改善支援を実施した場合の介入効果の予測値（＝信用スコアの改善期待値）に寄与する変数】
■各変数右端の値は、各変数の介入効果の予測値への寄与度を示した全体結果の平均値（絶対値ベース）

 左表の上位に位置する変数ほど経営改善支
援を実施した場合の介入効果の予測値へ与
える寄与度が大きい。
※左図の値は寄与度の大きい変数を示すため、
絶対値で記載。そのため、介入効果の予測値
へプラスに寄与（＝信用スコアの予測値を上
昇させる）を及ぼすものばかりではない。

 デット・エクイティ・レシオがもっとも寄与度が高く、
次いで収益性（自己資本総利益率や従業
員一人当たり売上高）や手元流動性（当座
レシオやクイックレシオ）が寄与していることが分
かる。

②経営改善支援を実施した場合の介入効果の予測値への寄与度の高い変数の確認結果[1/2]
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経営改善支援の実績データを用いたモデルの有効性検証 [4/4]
–経営改善支援を実施した場合の介入効果の予測値への寄与度の高い変数

4.金融機関による実証事業

【個社企業へ経営改善支援を実施した場合の各変数の介入効果の予測値（＝信用スコアの改善期待値）への寄与度を確認】
■下図における正の値をとる変数は、経営改善支援を実施した場合の介入効果の予測値にプラスに寄与し、負の値をとる変数は、経営改善支援
を実施した場合の効果の予測値にマイナスに寄与していることを示す。各絶対値が大きい変数の順に上から並べている。

②経営改善支援を実施した場合の介入効果の予測値への寄与度の高い変数の確認結果[2/2]

＜左記企業の例＞

 支援前債務者区分：要注意先

 支援後債務者区分：正常先

 分析から得られる示唆

• 当該個社は因果推論モデルによると、経営改善
支援による介入効果はあると予測されている。

• 左図記載の支援実施前の実績値を踏まえ、借入
過多に陥っている企業と推定され、DEレシオや負
債比率が介入効果の予測値へプラスに寄与。

• 事実として、当該企業は経営改善支援を受ける
ことにより、上記の通り債務者区分が上方遷移。

• 以上を踏まえると、資金繰り表の策定や経営改善
計画策定支援等の支援の結果、事業者の資金
調達構成が見直され、経営改善が果たされたの
ではないかというようなストーリーが推測可能。

※各変数の左側の値は当該個社の経営改善支援を実施前の実績値

変数ごとの値は、平均的な介入効果である「信用スコア＋約2.55（P65の結果）」を基準として、
各変数の値がどの程度プラス（マイナス）側へ信用スコアの変動に影響したかを意味する

（＝当該個社へ支援を実施した場合の介入効果の改善期待値）
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金融機関とのワークショップの概要

5.金融機関等向けワークショップ

No ワークショップを開催した金融機関 参加部署 開催時期

1 横浜銀行 融資部 2023年2月9日

2 栃木銀行 事業支援部、事務システム部 2023年2月9日

3 浜松いわた信用金庫 経営サポート部、デジタル推進部 2023年2月7日

4 大東京信用組合 総合企画部 他 2023年2月13日

 対象金融機関

 ワークショップ開催のプロセス

①開催告知と事前確認の依頼

【内容】
1.開催告知の通知
2.ワークショップ前の事前確認資料
の送付
・本調査の概要
・AIスコア付企業リスト
・リストの確認手順

3.金融機関による事前確認
・本調査の理解
・企業リストの精査

②本調査概要説明とAIモデル
を実装したExcelツールによ
るデモ

【内容】
1.本調査の概要説明
2. AI技術を活用した業務
フロー案の説明

3.汎用モデルを実装したExcel

ツールを用いたデモンストレー
ションの実施

ワークショップ当日の進行

③実証事業結果の報告と
AIモデル精度と解釈性に関
するヒアリング

【内容】
1.実証事業結果の報告
2. AIモデル係るヒアリング

・AIモデルの精度
・AIモデルの解釈可能性

④ワークショップの開催

【内容】
1.現行業務課題の改善可能
性に係るヒアリング

2. AI技術の実務適用における
実現可能性に係るヒアリング

 実証事業の結果も踏まえ、2023年2月にワークショップを開催した。
 ワークショップでは、以下について、金融機関の実務を担う職員と意見交換（ヒアリング）を実施した。
①実証モデルの結果を踏まえたモデル改善（精度や解釈性）について
②現行の業務課題の把握及び今後のAI技術導入による改善可能性について
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 ワークショップにて、ヒアリングした事項は下表の通り
 AIモデルのより具体的な精度検証のため、実証事業先にAIスコアを付与した経営改善支援候補リストを事前に配布し、個別にリストの妥当性に
ついての評価を受けた。

5.金融機関等向けワークショップ

ワークショップにてヒアリングした事項一覧

大項目 項目 # 調査内容

AIモデルの精
度

モデル全体の
精度

1

• AIモデル全体の精度（AUC）や抽出された企業の順序が受入可能な水準となっているか
• AIから出力されるスコアを活用し、ある閾値以上の企業を重点的にモニタリングすることで、経営改善支援業務が効率化され
たり、より実効性を高めることが実現し得る精度となっているか

経営改善支援
候補リストの妥
当性

2
•今後業績が悪化する可能性が高い先を特定するモデル（開発コンセプト1）から抽出した企業リストの妥当性
•今後業績が向上する可能性が高い先を特定するモデル（開発コンセプト2）から抽出した企業リストの妥当性

AIモデルの解
釈可能性

AIモデル全体
の解釈可能性

3 • AIモデルに採用されている説明変数やその寄与度が審査や経営改善支援実務と照らして、解釈可能で納得的か

企業リストの
解釈可能性

4 • ある会社のスコアとその要因を示した寄与度等を表示しているが、実務家でも理解できるものとなっているか

現行業務課
題の改善可
能性

情報源 5 •経営改善支援の前提となる各情報を取得する業務が効果的かつ効率的になるか

支援候補先の
作成

6 •経営改善支援候補先を選定する業務が効果的かつ効率的になるか

事業者への
経営改善支援

7 •事業者に対する支援内容を検討し、実行する業務が効果的かつ効率的になるか

AI技術の実務適用に係る
実現可能性

8
• 「開発コンセプト1と2」のAIモデルを活用した新業務フロー案は実現できそうか
•新業務フロー案を実現するにあたっての課題はあるか
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実証事業を踏まえたヒアリング結果概要
 ヒアリング項目毎の金融機関からのご意見概要は下表の通り
 本調査・研究にて設定した実証事業先にて確認するKPIは概ね達成できた

5.金融機関等向けワークショップ

#
ヒアリン
グ項目

結果概要

主な好意的なご意見 主な改善点・課題に係るご意見

P70

#1-2

AIモデル
の精度

●AIモデルの精度は実務に耐えうる水準か
• 全体的なモデルの精度は問題ない

●AIモデルの精度は実務に耐えうる水準か
－

●モデルより抽出された支援候補リストの確認結果は如何か
• 抽出された企業リストの中に実際に業績悪化（業績向
上）した先が含まれていることが確認された

• リストの中には、従来はモニタリングできていないような企業
も含まれており、こうした客観的な方法で抽出されたリスト
は有益

●モデルより抽出された支援候補リストの確認結果は如何か
• 事業意欲は経営者の年齢等にも関係があるので、そういったものを考慮したリス
トになると有用ではないか

• 抽出されたリストの中に、手元流動性が高いものの、赤字の企業が含まれてい
ない等もあったので、リストの抽出条件をカスタマイズ（資金繰り面を重視する
等）できるモデルになれば有益ではないか

• 債務者区分ではなく、格付けを利用しても有用ではないか

P70

#3-4

AIモデル
の解釈
可能性

●寄与した説明変数の一覧は実務的に解釈可能か
• 寄与度が上位となった説明変数は、実務的に違和感なく
解釈可能である

●寄与した説明変数の一覧は実務的に解釈可能か
• 説明変数に資金繰りに関する項目をもう少し含むべきではないか

• 業種（中分類・小分類）や外部環境変数（地域区分等）の粒度を細分化
できれば、より解釈が進むのではないか

• 一部の金融機関の取引先においては外部環境変数は重要ではない

●各個社単位のAI出力結果は実務的に解釈可能か
• 同規模、同業種のスコアの要因は参考になる
• AI出力結果について、事業者との話のきっかけとして有益

●各個社単位のAI出力結果は実務的に解釈可能か
• 出力結果を業種別にカスタマイズでき、更に意味合いを補足するテキストをAIに
よって付加できると解釈性が向上する

• AIスコアの過去の長期推移も示されると尚よい

• 同規模、同業種内における当該企業の立ち位置が分かると尚よい
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現行業務課題と改善可能性にかかるヒアリング結果概要
 ４機関に対し、AIモデル導入による現行業務の改善可能性や実務適用に向けた課題等についてヒアリングを実施（P70：#5-8）。主な意見は下表の通り。

5.金融機関等向けワークショップ

金融機関名 項目 主な意見

A金融機関 現行業務の課題 • 経営改善支援先の絞り込みは、ヒアリング等の定性基準が中心で、明確な定量基準はない。

• 本部に経営改善支援の話がきた段階で既に業績が悪化していることがある。

業務の改善可能性 • 本AIモデルを活用するとデータに基づき客観的な基準で早期に支援先を選定できる。特に外部環境データ等、日常業務では把握しき
れていないデータが含まれている点は有用。

今後の実務適用 • 既存の支援先選定業務との重複もなく、本部でトライアル的に導入するのであれば、そこまでハードルは高くない。

• 新たな業務フローが増えるので規程類等の整備や既存業務や既存システムとの親和性を加味した対応が必要となる。

B金融機関 現行業務の課題 • 支援先の選定は資金収支等を踏まえ行っており、最後は人の目でも判断するので、相応の時間がかかっている。

業務の改善可能性 • 支援先の選定がAIで自動的にできるのであれば業務効率化につながる。また、今回受領したリストには、これまで注目していない先が
入っており、気づきという観点では有用。

今後の実務適用 • 導入時点では精度の問題もあるので、事後検証的に使う等、補完的に利用しつつ、データの蓄積を進めていき、精度が上がった段階
で、支援リスト作成の実務に組み込んでいくことが現実的ではないか。

C金融機関 現行業務の課題 • 定性情報等を踏まえて、営業担当者の判断で訪問先を選定している。

業務の改善可能性 • データに基づく客観的なリストが作成できることで、本当に支援すべき先の選定に活かせる可能性がある。今回受領したリストには、現行
の支援業務では捕捉できていなかったような企業が入っており、その点も評価できる。

今後の実務適用 • 本部でトライアル的に利用し、効果検証をしながら、徐々に適用範囲を拡げる形での導入が検討できる。

• 融資残高等の取引情報を加味したリストの作成や試算表などを活用したタイムリーな評価を実現するなど、一定のカスタマイズが必要。
また、ベンチマークとなる業種は細分化が望ましい。

D金融機関 現行業務の課題 • 支援先は、融資残高等、一定の条件で絞り込んだうえで、最終的には担当者の判断で選定している。

業務の改善可能性 • 全先を対象としてリスト化できる点が有用。今回受領したリストの中には、今まで注目していない先も含まれていたが、よくよく分析して見
ると、なるほどと思う先であった。

• 訪問する際の参考資料にもなるので、経営改善支援を行う場面でも効果的な対話等のきっかけになると考えた。

今後の実務適用 • まずは、本部での導入となると思うが、最終的には、店舗でも作成・シミュレーションができるのが理想。

• 解説書もセットで展開する必要があるので、初期コストは相応にかかる。
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•共同研究先データを用いて開発した汎用モデルを実際の金融機関データを用いて検証を実施
•開発コンセプト1及び開発コンセプト2において、汎用モデル・チューニングモデル・実証事業先モデルともに概ねAUCが0.7となって
おり、実際の金融機関データを用いても本モデルは有効であることが立証された
•実証事業先へのAIモデル適用方法により精度の違いが出ており、「①汎用モデルをそのまま適用」⇒「②一部データを用いた
チューニング」⇒「③実証事業先のデータ全てを用い、再学習させたモデル再構築」の順で精度が高い傾向にあるものの、②と③
において精度の差は大きくない
•そのため、チューニングを行うことで実務に耐え得る精度を獲得できることが示唆された

5.金融機関等向けワークショップ

実証事業及びワークショップ実施結果のまとめ

実証事業①
実際の金融機
関データを用い
たモデルの精度
検証結果

実証事業②
AIモデルの個別
カスタマイズ・高
度化可能性の

検証

•一部の金融機関において、実際の金融機関内部にのみ存在しているようなテキスト情報を用いてモデルのカスタマイズを実施
•元々の実証事業先モデルの精度が高かったため、精度の向上は限定的であったが、各変数の重要度は高く、今後は金融機関
内部に蓄積されたテキスト情報の整備や重要度が高い文言の特定等を進めることで、精度改善や解釈性の向上につながる可
能性が高いことが示唆された
•経営改善支援施策の効果検証についても実証し、支援策全体の効果検証や個社別の因果推論結果は、今後の実効性あ
る経営改善支援の実現に有益な結果であることも示唆された

実証事業に対
する主な意見

•全体的なモデルの精度については、さらなる改善が必要であるものの実務に耐え得る水準である
•個別のリストについても、実際に業績が悪化した先やこれまで捕捉していない先が含まれる等、一定の有用性がある
•説明変数の解釈性や寄与度については、実務上違和感がない
•業種や地域分類、試算期財務データ等のより粒度の細かい情報の活用や、融資額・非保全額などを勘案のうえリスト抽出す
ることで、AIモデル精度と解釈可能性の向上につながるのではないか

現行業務の改
善可能性に対
する主な意見

•現行業務では、必ずしも定量データに基づき支援先の選定を行っていない中、客観的な基準でリストが作成できることで支援
業務が効果的に行える可能性がある
•実務適用については、まずは本部等の部署でトライアル的に導入し、精度検証を繰り返しながら、導入範囲を決めていくといい
のではないか
•導入にあたっては、既存業務やシステム、既存モデルとの親和性や、導入にかかるコスト等を鑑みながら、規程類などの体制整
備も行うことが必要
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今年度の課題の棚卸し・次年度へ向けた方向性

6.本調査・研究の今後の課題

課題の類型 No 今年度の課題 次年度の方向性（案）

モ
デ
ル
高
度
化

デ
ー
タ

1 • より短期での業況変化を把握できると実務上有用なのではないか
•金融機関内部にしか蓄積されていないような高頻度データ（月次
財務、試算期財務等）と、より粒度の細かいデータ（業種分類の
細分化等）の活用

2
•経営改善支援を実際に行うことで業績が向上するような先を予測で
きるようにしてほしい

•支援をしたことで業績が向上した先と自力で向上した先を峻別でき
る教師ラベルの作成

3
•債務者区分は必ずしも財務状態と連動するわけではないので、業
績に応じた序列付けがされた企業リストがほしい

•信用格付等の別の序列情報を用いた教師ラベルの検討

4
•定性情報（経営者年齢や後継者有無など）や実態財務情報を
加味して支援しているため、当該情報も踏まえて欲しい

•金融機関内部にしか蓄積されていない定性情報/実態財務情報の
活用

5
•渉外記録やCRMシステムなどに蓄積されたテキストを主とする情報
も積極的に活用してほしい

• テキスト情報を説明変数に活用可能な自然言語処理を用いた
モデルの開発

モ
デ
ル

6
•業種や規模などのセグメントを活用する等、より納得的（精度の高
い）な結果を出力してほしい

•今年度モデルで精度の低かったセグメントモデルの要因分析
•業種や規模などのセグメントモデルの精緻化
• より高度なアルゴリズム・モデルの検討

7 •突発倒産先も検知できるようにしてほしい
•過去に突発倒産した先を用いたモデルの検証
•突発倒産先も教師ラベルに加えたモデル開発

8
• スコアの要因を説明する情報として数値的な寄与度だけでなく営業
店でも解釈可能なテキストでの要因説明をしてほしい

•業況を端的に表現するテキストの自動生成の仕組み検討

実務適用

9
•実質的に経営が一体となっている関連会社や親会社の財務状態や
業種等も考慮した結果（スコア）を出力してほしい

•実質的に経営が一体となっている関連会社や親会社との関係を考
慮したAI出力結果の活用方法の整理

10
•金融機関ごとに審査目線や支援方針が異なるので、それを反映で
きるようにAI出力結果もカスタマイズできるようにしてほしい

•（伴走支援を通じた）業態ごと、地域ごと等にAIを実務適用する
際の各論点（実施体制、手続き、規定、システムとの親和性等）
を整理し、横展開を行う

11
•新しい業務フローを実務適用する場合は規程類などの体制整備も
必要となる

12
•支援先の選定に通常用いられている情報（残高・非保全額など）
も加味したリスト作成をしてほしい

13
•新技術を導入するとしても、既存業務やシステム、既存モデルとの親
和性に配慮してほしい
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第1回研究会概要

研究会名 「AIを活用した経営改善支援に係る研究会」（第1回）

日時 2022年７月１日（金）午後２時～午後4時

場所 「Webex」によるWeb会議

議題

1. 現行の経営改善支援業務の理解

• 現行の経営改善支援業務フローの確認

‒ 現行業務フローの適切性（理解が正しいか）

• 現行の経営改善支援業務の課題認識

‒ 課題認識の妥当性（現場の作業負担、リストの精度 など）

‒ 追加的な課題の有無

• AI技術を用いた新しい経営改善支援業務フロー案

‒ AI適用後の業務フロー案の実現可能性

‒ AI技術を活用するための留意点や現場目線からの要望

2. プロトタイプAI開発コンセプトについて

• 本調査・研究の目的を踏まえたAI開発のコンセプト

‒ 開発コンセプトの妥当性・合目的性

• AIアルゴリズム候補について

‒ アルゴリズム候補の網羅性及び妥当性

3. プロトタイプAI開発に用いるデータについて

• プロトタイプAIモデル構築のためのデータ母集団と目的変
数（教師ラベル）の定義について

‒ 学習データ及び教師ラベルの定義の妥当性

• 外部環境データについて

‒ 想定している外部環境データの網羅性及び適切性

 第1回研究会の日時・場所・議題は以下の通り。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第1回研究会参加者一覧 [1/2]

氏名 所属

委員

有竹 博史 東京信用保証協会 業務総轄室 業務総轄部長

和 泉 潔 東京大学大学院 工学系研究科 システム創成学 教授

内山 功士 浜松いわた信用金庫 デジタル推進部 デジタル業務課 課長

河合 祐子 Japan Digital Design株式会社 代表取締役CEO

三 川 剛 株式会社エルテス 取締役

鈴木 明美 大東京信用組合 常勤理事・総合企画部長

筒 木 光 TKC全国会システム委員会 TKC経営指標編集小委員会 委員

中村 康浩 株式会社横浜銀行 融資部 担当部長

名取 良訓 信金中央金庫 総合企画部しんきんイノベーションハブ 次長

松﨑 堅太郎 TKC全国会中小企業支援委員会 副委員長

宮川 大介 一橋大学 経営管理研究科 経営管理専攻 准教授

矢内 紘之 株式会社帝国データバンク 企総部 企画課長

吉田 茂樹 株式会社栃木銀行 事業支援部 副部長

 第1回研究会参加の研究会委員（計13名）の一覧は以下の通り。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第1回研究会参加者一覧 [2/2]

組織名

オブザーバー

一般社団法人全国地方銀行協会

一般社団法人第二地方銀行協会

一般社団法人全国信用金庫協会

一般社団法人全国信用組合中央協会

一般社団法人全国信用保証協会連合会

株式会社商工組合中央金庫

株式会社日本政策金融公庫

株式会社TKC

中小企業庁事業環境部金融課

経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局

 第1回研究会のオブザーバー（計11組織）の一覧は以下の通り。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第1回研究会における主な意見

 第1回研究会における主な意見は以下の通り。

議題１「現行の経営改善支援業務の理解」

• 事務局が提示した経営改善支援の業務フローは、実務と概ね相違はない。

• 経営改善支援業務の課題としては、経営者との経営改善における課題の共有や経営改善の有効な手段が提供できていないこと等がある。

• 事業者に経営改善の必要性を理解してもらうために、AIでただ支援先を抽出するだけではなく、外部環境データ等を含む各指標（説明変数）の寄与度
や外部環境の影響をどの程度受けるのかを分析する機能など、事業者との会話のきっかけになるような仕組みを検討してほしい。

• 支援機関によって経営改善支援先の認識が異なるので、共通の目線を持つ意味で、今回の研究は非常に良い取組みである。

• AIを活用することで、現行の信用リスクモデルに基づく分析では支援先と認識していないような先が出てくる点には非常に期待している。

議題2「プロトタイプAI開発コンセプトについて 」

• 広く支援先を発見したいという点と抽出した支援先が正確であるという点は、通常トレードオフになるものなので、それぞれのモデルの目的やユースケースを想
定したうえで、モデルを設計すべきである。

• ４つの共同研究先データの特徴を踏まえ、データ毎に構築すべきモデルやアルゴリズムの整理を行い、各データの価値を最大限に活かすよう、モデル開発を
進めるべき。また、クロスバリデーションの手法を用い、モデルの精度検証を行うべきである。

• 今回のモデルでは、財務状況が悪化するものを見抜くものであって、具体的な改善項目（ビジネスモデルが悪い、後継者不足等）を見抜くものではないこ
とは明確にすべきである。

議題３「プロトタイプAI開発に用いるデータについて」

• 広く支援先を発見したいという点と抽出した支援先が正確であるという点は、通常トレードオフになるものなので、それぞれのモデルの目的やユースケースを想
定したうえで、モデルを設計すべきである。

• 経営改善先の把握には、財務データや外部環境データ等だけでなく、定性的な情報・データをいかに入れていけるかが重要になると考えられるので、定性
データについても検討すべき。

• 財務データについて、年次のストックデータだけでなくできる限りフローに近いデータを活用すると、業況悪化の予測精度が高まると考えられる。

• 地域金融機関が有する財務データは、今回モデルを構築する共同研究先データと比較して欠損が大きいと考えられるため、実務適用の際には対応を検
討すべき。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第2回研究会概要

研究会名 「AIを活用した経営改善支援に係る研究会」（第2回）

日時 2022年9月2日（金）午後3時～午後5時

場所 「Webex」によるWeb会議

議題

1. KPIの設定・モデル開発計画について

• モデル開発計画

‒ データの特徴（データ頻度、項目、母集団等）を踏まえ
た計画となっているか、データを有効活用できる計画と
なっているか現行の経営改善支援業務の課題認識

‒ 開発するモデルの目的が適切か追加的な課題の有無

2. モデル開発用データ整備とモデルの評価指標について

• モデル開発母集団と教師ラベルの定義

‒ モデル開発母集団と教師ラベルの定義を行うにあたって、
財務情報や信用力の序列情報を適切に扱えているか

‒ 各開発コンセプトに対する定義が、本調査・研究にて開
発するモデルの目的（経営改善支援が必要な先の特
定（早期発見））に沿ったものとなっているか

• モデルの評価指標について

‒ モデルの評価の観点や評価指標が適切か

3. AIからの出力結果の実務活用について

• AIからの出力UIイメージとその活用

‒ UIイメージは実務適用が可能なものとなっているか（情
報量や理解のしやすさ等）

‒ シナリオ分析機能以外に実務適用する際に必要な機
能はあるか

 第2回研究会の日時・場所・議題は以下の通り。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第2回研究会参加者一覧 [1/2]

氏名 所属

委員

有竹 博史 東京信用保証協会 業務総轄室 業務総轄部長

和 泉 潔 東京大学大学院 工学系研究科 システム創成学 教授

内山 功士 浜松いわた信用金庫 デジタル推進部 デジタル業務課 課長

河合 祐子 Japan Digital Design株式会社 代表取締役CEO

三 川 剛 株式会社エルテス 取締役

鈴木 明美 大東京信用組合 常勤理事・総合企画部長

筒 木 光 TKC全国会システム委員会 TKC経営指標編集小委員会 委員

中村 康浩 株式会社横浜銀行 融資部 担当部長

名取 良訓 信金中央金庫 総合企画部しんきんイノベーションハブ 次長

松﨑 堅太郎 TKC全国会中小企業支援委員会 副委員長

宮川 大介 一橋大学 経営管理研究科 経営管理専攻 准教授

矢内 紘之 株式会社帝国データバンク 企総部 企画課長

吉田 茂樹 株式会社栃木銀行 事業支援部 副部長

 第2回研究会参加の研究会委員（計13名）の一覧は以下の通り。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第2回研究会参加者一覧 [2/2]

組織名

オブザーバー

一般社団法人全国地方銀行協会

一般社団法人第二地方銀行協会

一般社団法人全国信用金庫協会

一般社団法人全国信用組合中央協会

一般社団法人全国信用保証協会連合会

株式会社商工組合中央金庫

株式会社日本政策金融公庫

株式会社TKC

中小企業庁事業環境部金融課

経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局

 第2回研究会参加のオブザーバー（計11組織）の一覧は以下の通り。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第2回研究会における主な意見

 第2回研究会における主な意見は以下の通り。

議題１「KPIの設定・モデル開発計画について」

• KPIの①の観点と②の観点を全く同等にする必要はなく、観点②にて全体の精度を確認、観点①にて特定のケース（製造業・非製造業等）での精度を
確認するのも良い。

• 必ずしも全体として高い精度が出なくても、特定のケースで精度が出ることを見出すことも有益である。

議題2「モデル開発用データ整備とモデルの評価指標について」

• 各財務項目が実際に財務の悪化に反映されるまでタイムラグについて留意してほしい（例えば、利益の変動は財務悪化までのタイムラグがあるが、資本の
変動はダイレクトに財務悪化につながる）。

• 重要な財務項目だが、欠損が多いものについては、0で欠損埋めを行うと信用力が適切に評価出来なくなるので、取り扱いに留意して欲しい。

• 開発コンセプト２では、経営状態が悪い状態から「経営改善支援を受けずに」良くなった先は負例、「経営改善支援を受けて」良くなった先を正例、「経営
改善支援を受けて」良くならなかった先は負例のラベルがついてることが望ましい。

• AUCの点推定値だけではなく、標準誤差や信頼区間について算出し、推定値の精度測定を行うと良い。

• 適合率と再現率にかかる閾値の設定については、経営改善支援にかかるコストと、支援によって業績が回復して得られるゲインのトレードオフのなかで、一番
良いポイントを探すのが通常の最適化の方法。どこの閾値が最適だと考えるかは議論としてとりまとめても良い。

議題３「AIからの出力結果の実務活用について」

• コンセプト1、コンセプト2でスコアの高さの意味合いを整合的にした方が良い。

• スコアの大きさの意味合いについて、一定のレンジ毎の説明があると良い。

• 同業種だけではなく同規模企業との比較ができると良い。

• 外部環境データとして地域性のある情報も含まれると良い。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第3回研究会概要

研究会名 「AIを活用した経営改善支援に係る研究会」（第3回）

日時 2022年11月25日（金）午前10時～午前12時

場所 「Webex」によるWeb会議

議題

1. プロトタイプAIの開発結果等

• プロトタイプAIの開発結果

‒ 本調査・研究のKPIが達成されているか

• 汎用モデルのチューニング結果

‒ 汎用モデルとチューニングモデルをどのように使い分けるか

• セグメンテーションモデルの構築結果

‒ モデルの使用シーンを踏まえたセグメンテーションとなってい
るか

2. AIからの出力結果の実務活用について

• AIからの出力結果とその活用

‒ 新たな業務フローを実現する出力結果イメージとなってい
るか

3. 金融機関による実証事業・ワークショップについて

• 金融機関による実証事業・ワークショップの概要

‒ 実証事業・ワークショップの実施内容の確認

 第3回研究会の日時・場所・議題は以下の通り。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第3回研究会参加者一覧 [1/2]

氏名※ 所属

委員

有竹 博史 東京信用保証協会 業務総轄室 業務総轄部長

和 泉 潔 東京大学大学院 工学系研究科 システム創成学 教授

内山 功士 浜松いわた信用金庫 デジタル推進部 デジタル業務課 課長

河合 祐子 Japan Digital Design株式会社 代表取締役CEO

三 川 剛 株式会社エルテス 取締役

鈴木 明美 大東京信用組合 常勤理事・総合企画部長

筒 木 光 TKC全国会システム委員会 TKC経営指標編集小委員会 委員

中村 康浩 株式会社横浜銀行 融資部 担当部長

名取 良訓

（北口 裕也）

信金中央金庫 総合企画部しんきんイノベーションハブ 次長

（信金中央金庫 総合企画部しんきんイノベーションハブ 上席調査役）

原 浩二 株式会社栃木銀行 事業支援部 主任調査役

松﨑 堅太郎 TKC全国会中小企業支援委員会 副委員長

宮川 大介 一橋大学 経営管理研究科 経営管理専攻 教授

矢内 紘之

（木村 公平）

株式会社帝国データバンク 企総部 企画課長

（株式会社帝国データバンク プロダクトデザイン部 プロダクトデザイン課 課長）

 第3回研究会参加の研究会委員（計13名）の一覧は以下の通り。

※ 下線：委員の変更があったもの。 （括弧）：委員の代理で出席したもの。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第3回研究会参加者一覧 [2/2]

組織名

オブザーバー

一般社団法人全国地方銀行協会

一般社団法人第二地方銀行協会

一般社団法人全国信用金庫協会

一般社団法人全国信用組合中央協会

一般社団法人全国信用保証協会連合会

株式会社商工組合中央金庫

株式会社日本政策金融公庫

株式会社TKC

中小企業庁事業環境部金融課

経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局

 第3回研究会参加のオブザーバー（計11組織）の一覧は以下の通り。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第3回研究会における主な意見

 第3回研究会における主な意見は以下の通り。

議題１「プロトタイプAIの開発結果等」

• 全体の精度としてはAUCも高く出ており、個別金融機関での実証事業で使用しても問題ないモデルとなっている。

• 実証事業では、AI技術を導入することで、これまで業績悪化を予兆できていない先が特定できているか、業務効率化が可能かという点について、実務の目
線から確認した方が良い。

• 今後、全体の精度向上や更なる業務効率化の観点から、より複雑なモデルを構築していくことが考えられるが、その際には、事業者への説明可能性等も
考慮しながら検討してほしい。

• 定性情報が精度向上に寄与するというのは、非常に有益な情報。今後、金融機関が保有している入出金情報等の活用も検討していってほしい。

• 徐々に業況が悪化する先だけでなく、突発的に業況が悪化する先が予測できると有用。

• 今回、汎用モデルやチューニングモデル、セグメントモデル等、複数のモデルを構築しているが、どのモデルを適用するべきかは、金融機関の状況によっても異
なる。どのモデルが適しているかの簡単な指針（モデルケース）のようなものを示すことができれば、活用が進むのではないか。

• 構築したモデルで、どの変数が精度向上に寄与したか一覧性のある形で示してほしい。

議題2「AIからの出力結果の実務活用について」

• 外部環境データは、一見、因果関係が想像しにくいものも含まれているので解釈が難しい。例えば、表示する際には、業種に関連するものに限定してもよい
のではないか。

• 今後は、この研究結果を各支援機関がどのように活用していくのかがポイント。その際には、AIの結果だけに頼るのではなく、事業者との対話で重要なポイン
トを説明資料に落とし込むなど、人がやるところとAIがやるところをうまく融合することが重要。

• 今回のAIモデルの選定先と自社で独自に選定した支援先を見比べることで、早期かつ正確に支援先を把握できるようになると考えている。

• 財務面の情報量をもう少し増やす等、事業者と議論が進むような工夫の余地はある。

• 現状は、出力結果をもとに人で分析する部分が大きいが、将来的には経営改善支援のシナリオなど、経営改善に役立つ情報をシステマティックに出せない
かは検討し続けてほしい。

• セグメンテーションモデルの一部（飲食など）で精度が出ていない部分があるが、どうすれば精度を上げていけるのか、要因分析・対応事項の整理を検討し
てほしい。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第4回研究会概要

研究会名 「AIを活用した経営改善支援に係る研究会」（第2回）

日時 2023年2月24日（金）午後4時～午後6時

場所 「Webex」によるWeb会議

議題

1. 汎用モデルの精度検証結果

• 汎用モデルの精度検証結果

‒ 汎用モデルが実際の金融機関データを用いても有効に
機能するか

• 汎用モデルの解釈性の確認結果

‒ 汎用モデルから抽出された結果は金融機関の実務に照
らして解釈可能か

• AIモデルの個別カスタマイズ・高度化可能性

‒ 金融機関にしか存在しないデータを用いた個別カスタマイ
ズや高度化が有益かどうか

2. ワークショップの結果について

• 実証事業の結果を踏まえたヒアリング結果

‒ 今後どのように精度や解釈性をどう向上させていくか

• 業務の改善可能性にかかるヒアリング結果

‒ 今後の実務適用に向けた課題は何か、どのように進めて
いけばいいか

3. 本調査・研究の総括

• 本調査・研究の総括内容のご確認

 第4回研究会の日時・場所・議題は以下の通り。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第4回研究会参加者一覧 [1/2]

 第4回研究会参加の研究会委員（計13名）の一覧は以下の通り。

氏名※ 所属

委員

有竹 博史 東京信用保証協会 業務総轄室 業務総轄部長

和 泉 潔 東京大学大学院 工学系研究科 システム創成学 教授

内山 功士 浜松いわた信用金庫 デジタル推進部 デジタル業務課 課長

河合 祐子 Japan Digital Design株式会社 代表取締役CEO

三 川 剛 株式会社エルテス 取締役

鈴木 明美

（柴橋 英範）

大東京信用組合 常勤理事・総合企画部長

（大東京信用組合 総合企画部 考査役）

筒 木 光 TKC全国会システム委員会 TKC経営指標編集小委員会 委員

中村 康浩 株式会社横浜銀行 融資部 担当部長

名取 良訓

（北口 裕也）

信金中央金庫 総合企画部しんきんイノベーションハブ 次長

（信金中央金庫 総合企画部しんきんイノベーションハブ 上席調査役）

原 浩二 株式会社栃木銀行 事業支援部 主任調査役

松﨑 堅太郎 TKC全国会中小企業支援委員会 副委員長

宮川 大介 一橋大学 経営管理研究科 経営管理専攻 教授

矢内 紘之

（欠席）
株式会社帝国データバンク 企総部 企画課長

※ （括弧）：委員の代理で出席したもの。または欠席したもの。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第4回研究会参加者一覧 [2/2]

組織名

オブザーバー

一般社団法人全国地方銀行協会

一般社団法人第二地方銀行協会

一般社団法人全国信用金庫協会

一般社団法人全国信用組合中央協会

一般社団法人全国信用保証協会連合会

株式会社商工組合中央金庫

株式会社日本政策金融公庫

株式会社TKC

中小企業庁事業環境部金融課

経済産業省経済産業政策局地域経済産業グループ

内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局

 第4回研究会参加のオブザーバー（計11組織）の一覧は以下の通り。
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7.添付資料（7-1.研究会の概要・参加者・主な意見）

第4回研究会における主な意見

 第4回研究会における主な意見は以下の通り。

議題１「汎用モデルの精度検証結果」（議題３「本調査・研究の総括」の内容も含む）

• 全体の精度としては実務適用に向けて問題ない水準である。

• 構築したモデルごとの得意・不得意の分析や、モデル構築時のデータと実証事業のデータの差から生じる結果を分析することで、実務適用が進んでいくので
はないか。

• 本調査研究では基本的に年1回の財務データを参照しているが、より短期で信用度合いを見る場合には、資金繰りの情報が重要になると思料。短期で
見る場合に預金残高などのデータが重要になってくるのではないか。

• 取引情報（仕入・販売情報）も重要な情報。取引先リストなどの情報をモデルとして利用できれば高度化のヒントになると思料。

• テキストデータを活用できると、経営改善支援実務が相当に効果的に行えるように感じている。

• テキストデータの活用については、単語として捉えるのではなく、前後の文脈まで考慮することで精度向上につながる可能性が高い。その際は一般的な言語
モデルではなく、経営や財務等にチューンアップしたモデルが必要になると考えられる。

• 定性情報やテキストデータを活用するにあたり、金融機関職員がデータをどのように蓄積していくか（分かりやすい言葉の使用、頻度の統一など）について
の目線合わせが必要になる。

• 因果推論の取組みについて、今回は試行的に行っているが、今後は実務への適用も意識して、さらに精緻に発展的な内容に広げて欲しい。

議題2「ワークショップの結果について」（議題３「本調査・研究の総括」の内容も含む）

• 今回構築したモデルは、金融機関に積極的に使ってもらい、経営者や他の支援者との目線合わせに活用されていくことを期待している。

• 外部環境変数（エネルギー消費量など）の結果については、どのように解釈し、顧客と対話していくか検討が必要。

• モデルやそのアウトプットを金融機関ごとにカスタマイズすることはモデルを浸透させ、実効性を高めることには良いことだが、そもそもの今回の取組みの目的や、
結果の解釈が金融機関で異なるのは良い状態ではないため、政策サイドで適切な発信を行っていく必要がある。

• データの収集や取込み等、実際にモデルを実務適用する際の作業イメージが必要ではないか。
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7.添付資料（7-2.本調査・研究におけるAIモデル構築数）

本調査・研究におけるAIモデル構築数

モデル名称 モデル構築数 詳細

早期発見モデル（開発コンセプト１） 195

財務のみモデル 3 1つの共同研究先に対して3つのアルゴリズムで構築

汎用モデル 12 各共同研究先ごとに3つのアルゴリズムで構築

共同研究先モデル 12 各共同研究先ごとに3つのアルゴリズムで構築

チューニングモデル 36 各共同研究先ごとに他の共同研究先のデータを再学習させて構築

セグメンテーションモデル 132 各共同研究先ごとに業種別・信用度別（又はその組み合わせ）に3つのアルゴリズムで構築

経営改善モデル（開発コンセプト２） 65

財務のみモデル 3 1つの共同研究先に対して3つのアルゴリズムで構築

汎用モデル 12 各共同研究先ごとに3つのアルゴリズムで構築

共同研究先モデル 12 各共同研究先ごとに3つのアルゴリズムで構築

チューニングモデル 36 各共同研究先ごとに他の共同研究先のデータを再学習させて構築

因果推論モデル 2 1つの共同研究先にて2つのアルゴリズムで構築

実証事業先モデル 124

チューニングモデル 96 実証事業先1先につき各共同研究先ごとに3つのアルゴリズム・2つの開発コンセプトで構築

実証事業先モデル 24 実証事業先1先につき3つのアルゴリズム・2つの開発コンセプトで構築

高度化検証モデル 2 1つの実証事業先データを用いて2つの開発コンセプトで構築

因果推論モデル 2 1つの実証事業先データを用いて2つのアルゴリズムで構築

合計 384
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7.添付資料（7-3.AIアルゴリズムの概説）

AIアルゴリズムの概説 [1/7]

 ロジスティック回帰の概説

下図のようなロジスティック曲線を用いて、目的変数を回帰分析の手法で予測する方法。金融機関実務において企業の信用力評価に最も活用されて
いる方法。

確率 =
1

1 + 𝑒𝑥𝑝 −𝑍

𝑍 = 𝛼0 + 𝛽1𝑋1 + 𝛽2𝑋2 +⋯

𝑋𝑖 ∶ 𝑖番目の説明変数（特徴量）

𝛼0、𝛽𝑖：切片及び回帰係数

0

1

経
営
改
善
の
可
能
性
の
確
率

z

非改善先

経営改善先
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7.添付資料（7-3.AIアルゴリズムの概説）

AIアルゴリズムの概説 [2/7]

 ランダムフォレストの概説

多くの決定木モデルを構築し、多数の決定木の予測値の平均値を最終
的な予測値とする方法

学習用データ

・・・・・・・・・・・・・・・・・・

復元抽出サンプリング

・・・・・・・・・・・・・・・・・・
多くの決定木モデルを構築

P1 P2 Pm・・・・・・・・・・・・・・・・・・

平均

最終予測値
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7.添付資料（7-3.AIアルゴリズムの概説）

AIアルゴリズムの概説 [3/7]

学習用データ

決定木1

の構築

予測と正解
の比較

決定木2

の構築

外したサンプルに
ウェイトを置いてモデル構築

予測と正解
の比較

決定木m

の構築

外したサンプルに
ウェイトを置いてモデル構築

・・・

 勾配ブースティングの概説

決定木を構築し、当該決定木が外したサンプルに当てはまるようにウェイトを調整して、次の決定木を構築する。これを繰り返して最終的な予測値とす
る方法

最終予測値 = 決定木1の予測値 + 

学習率※×（決定木2の予測値+…+決定木mの予測値）

※：誤差の調整度合い
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7.添付資料（7-3.AIアルゴリズムの概説）

AIアルゴリズムの概説 [4/7]

 多層パーセプトロンの概説

複数の入力値に対し、それぞれ調整した重みをかけて出力値を計算し、その結果を用いて分類する方法。

x1

入力層 出力層

中間層
（中間層を複数設けることも可能）

W11

x2

x3

h1

h2

yW12

W22

W32

W21

W31
W1

W2

入力値（x1～ x3）に対して、学習済みの重み
（W11～W31）をかけたものの和を計算し、中間層の
ノードh1を算出する。同様にh2も算出する。

重み付き和

重み付き和

重み付き和

中間層のノード（h1～ h2）に対して、学習済みの
重み（W1～W2）をかけたものの和を計算し、出
力値を算出する。

出力値
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7.添付資料（7-3.AIアルゴリズムの概説）

AIアルゴリズムの概説 [5/7]

対象企業

処置群
（介入を受けるグループ）

対照群
（介入を受けないグループ）

機械学習モデル

介入効果

機械学習モデル

介入を受けない場合
の目的変数を予測

介入を受ける場合の
目的変数を予測

対象企業が処置群に含まれるか、
対照群に含まれるかを予測

介入効果 = 介入を受ける場合の目的変数の予測値－介入を受けない場合の目的変数の予測値

機械学習モデル

（注）Meta-Learnersの中には様々なアルゴリズムがあり、各ポイントにおける機械学習モデルの適用有無や適用方法、介入効果の算出方法は、各アルゴリズムによって異なる。

 Meta-Learnersの概説

因果推論を行うための論理フローの各ポイントに主要な機械学習アルゴリズム（ロジスティック回帰、ランダムフォレスト等）を適用し、介入効果の推定
を行う手法。
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7.添付資料（7-3.AIアルゴリズムの概説）

AIアルゴリズムの概説 [6/7]

 傾向スコアを用いた逆確率重み付き推定による因果推論（伝統的な因果推論）

傾向スコア（介入が行われる確率）をサンプルの重みとして使用し、処置群の目的変数と、対照群の目的変数の平均を計算し、これらの差分をとるこ
とで介入の全体効果を推定する。

因果推論用
データ

機械学習モデル

サンプルを
傾向スコアの逆数で

重み付け

平均の計算

処置群・対照群それぞれの平均を計算

傾向スコアの推定

処置群における
目的変数の平均

対照群における
目的変数の平均

介入の全体効果 = 処置群の平均 –対照群の平均

重み付け
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7.添付資料（7-3.AIアルゴリズムの概説）

AIアルゴリズムの概説 [7/7]

 DA-learner（Domain Adaptation Learner）を用いた分析

傾向スコア（介入が行われる確率）をサンプルの重みとして使用し、処置群の目的変数と、対照群の目的変数の予測モデルを構築する。観測できな
い目的変数を予測モデルで推定し、介入ありと介入なしの目的変数の差分のモデルを構築することにより個体効果を推定する。

因果推論用
データ

機械学習モデル①

傾向スコアの逆数でサンプルにウェイトを置いて、処置
群・対照群それぞれの目的変数予測モデル構築

傾向スコアの推定

機械学習モデル②

処置群の
介入効果

介入効果の計算

処置群の介入ありの
目的変数（観測）

処置群の介入なしの
目的変数（予測）

対照群の介入なしの
目的変数（観測）

対照群の介入ありの
目的変数（予測）

対照群の
介入効果

予測モデルで観測されない
目的変数を推定

機械学習モデル③

処置群・対照群をまとめて
介入効果予測モデル構築

介入効果の推定
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 モデル構築においては、ひとかたまりのデータを用途別に分割しておくことが一般的で、大別すると学習用データと、テスト用データに分割を行う。

 機械学習モデルは、未知のデータに対して精度が悪化する「過学習」を起こしやすいため、モデルを構築した後に未知のデータで性能（汎化性能）
を測る必要があり、学習用データを使用してモデルの構築を行い、未知のデータとしてテスト用データを使用してそのモデルの汎化性能を検証する。
（通常、未知のデータは目的変数の値（正解）が分からないため、既知データで構築したモデルを評価することが出来ないが、データの分割を行う
ことで目的変数の値（正解）を持った未知データとして扱うことが可能となる。）

 また機械学習モデルは、ハイパーパラメータのチューニングを行う必要があることから、チューニングによる精度検証を行うためのデータが必要になる。上
記の学習用データとテスト用データに加えて、そのパラメータ検証用のデータも、ひとかたまりのデータから分割して作成する。

機械学習におけるハイパーパラ
メータとは、機械学習アルゴリ
ズムの挙動を設定するパラメー
タのこと。例えば、決定木にお
いては「分岐の深さ」や「分岐
の数」等のことを指す。

7.添付資料（7-4.モデル構築におけるデータの分割の概説）

モデル構築におけるデータの分割の概説

データ全体

学習用データ
パラメータ
検証用
データ

テスト用データ

分割

※各データに分割する割合は、モデル構築の条件に合わせて都度決定する。

学習用データ

AIモデル

テスト用データ

パラメータ検証用
データ

①学習

②精度検証

①と②を繰り返し、最適な

ハイパーパラメータを決定する。

③汎化性能の
検証

データの分割 分割したデータを使ったモデル構築フロー

分
岐
の
深
さ

分岐の数

（例）決定木のハイパー
パラメータ
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 混同行列は、モデルでデータを分類した際にその正解・不正解をまとめた行列のこと。クラス分類を行うモデルの性能・精度の確認に使用される。

 正例（ポジティブ）と負例（ネガティブ）の2クラスがあるデータセットに対して、以下が定義される。

 真陽性（True Positive、TP）：実際にポジティブのデータを正しくポジティブと予測したもの（数）

 偽陽性（False Positive、FP）：実際にはネガティブのデータを間違ってポジティブと予測したもの（数）

 真陰性（True Negative、TN）:実際にネガティブのデータを正しくネガティブと予測したもの（数）

 偽陰性（False Negative、 FN）：実際にはポジティブのデータを間違ってネガティブと予測したもの（数）

 上記で定義した混合行列の4つの数値を使用して、以下のような評価指標が計算される。

 正解率 accuracy =
T P+TN

T P+ FP+ FN+TN

 適合率 precision =
T P

T P+ FP

 再現率 recall =
T P

T P+ FN

AIモデルの評価指標の概説 [1/2]

7.添付資料（7-5.AIモデルの評価指標の概説）

混同行列と評価指標

モデルの予測

1（Positive） 0（Negative）

実データ
のクラス

1（Positive） TP FN

0（Negative） FP TN

• 実際にポジティブのものに対し、正しくポジティブと予測できたものの割合

• ポジティブと予測したものに対し、実際にポジティブであるものの割合

• 予測結果全体に対し正しく予測できたものの割合

 本資料にて示したAIモデルの評価指標である、適合率、再現率についての概説は以下の通り。
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 AUC（Area Under the Curve）は、ROC曲線の下部分の面積のことをいう。
ROC曲線は、右にいくほど下がることはないこと、偽陽性率（横軸）が小さい段階で、
真陽性率が高いモデルほど良いことから、AUC（上記面積）が大きいほど、優れたモ
デルであることを意味する。

AIモデルの評価指標の概説 [2/2]

7.添付資料（7-5.AIモデルの評価指標の概説）

 本資料にて示したAIモデルの評価指標である、AUC、AR値、CAP曲線についての概説は以下の通り。

CAP曲線とAR値

 CAP曲線は、横軸にモデルで推定されたイベント発生確率の上位 x件の、全ての
データ件数（N）に対する割合 （x/N） を、縦軸に推定されたイベント確率の高
い上位 x 件のうち実際にイベントが発生した件数（Nx）の、イベントが発生した全
てのデータ件数（N1)に対する割合（Nx / N1） をプロットしたものであり、下図のB
のような曲線を描く。

 モデルの説明力が全くない場合は C の直線を描き、予測が完全に正解したモデルの
場合は A のような形を描く。

x/N

Nx / N1

1.00

1.0

 BとCで囲まれた部分の面積の、AとCで囲まれた部分の面積に対する比を、AR値と
いう。すなわち、値が1に近づくほど、予測が完全に正解したモデルに近いということを
意味する。

A
B

C

AR値 ＝ の面積 ／ の面積

ROC曲線とAUC

 モデルにデータを当てはめたとき、実際にイベント（「企業業績の低下」など、モデルに
よって検知する事象）が発生した全てのデータのうち、正しく検知ができた割合のこと
を、真陽性率（TPR）という。また、実際にイベントが発生しなかった全てのデータのう
ち、間違えて検知した割合を偽陽性率（FPR）という。

 検知するかしないかは、モデルで推定されたイベント発生確率に対して閾値を設け、そ
れを上回ったかどうかで判定しており、ROC曲線は、当該閾値を変更した際に変化す
るTPRとFPRをそれぞれ縦軸、横軸にプロットしたもので、下図のような曲線を描く。

FPR

TPR

1.0

1.0
N ：全てのデータ件数

N0 ：実際にイベントが発生しなかった件数

N1 ：実際にイベントが発生した件数

Nx：推定されたイベント確率の高い上位

x 件のうち実際にイベントが発生した件数
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